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1  はじめに 
 
ポーランドは 1990 年 1 月 1 日市場経済への移行を開始し、27 年が経過した。「シ
ョック療法」と言われる急進的な改革方針の採用により、移行当初の 1990年及び 1991
年の両年は 7％のマイナス成長に追い込まれたが、その後 25 年間一貫してプラスの
GDP 成長を続けており、かかる良好な成長は今後も継続するとの見通しである (EU 
(2017, p.146))。2009年世界同時不況時には、欧州連合（EU）諸国が軒並みマイナス
成長に落ち込む中、ポーランドは唯一プラス成長を達成し、EU の優等生としての評
価が定着している。 
 
 
（出所）EUROSTAT 
http://ec.europa.eu/eurostat/tgm/table.do?tab=table&init=1&language=en&pcode=tec00115&pl
ugin=1  (accessed 2017-01-09) 
 
 図 1.1の様に、実質 GDP成長率は、継続して EU-28 1平均と好調な経済で知られる
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ドイツを上回っている。2004～2008年と 2010年はスロバキアが、2013年と 2014年
はハンガリーがそれぞれ上位にあるが、全期間を通じては、ポーランドが最も良いパ
フォーマンスを示している。 
ポーランド首相（2007～2014年）を務めていたドナルド・トゥスク氏が 2014年
12月 1日欧州理事会議長（通称、EU大統領）に就任した 2。この背景には安定した
経済成長を続けるポーランド経済運営に対する手腕が高く評価されたのではないかと
の報道もなされていた 3。 
 とりわけ、2009年世界同時不況時において、ポーランド経済が好調な成長を維持
可能とさせた主たる要因としては、次のような分析がなされている。 
(1) ME (2010, pp.40&60)：ポーランド通貨ズウォティの減価、相対的に低い輸出比
率、柔軟な信用（貸付）、政府の危機対応策（国家予算の負担とならない企業・従
業員支援（以上 p.40）。p.60では、EUファンド 4が重要な役割を果たしたとの言
及がされている。 
(2) Orłowski (2011, p.15)：相対的に大きな国内市場、慎重な経済方針と銀行監督、
EUファンドの流入とその活用、ポーランド通貨ズウォティの減価と輸出促進、相
対的に少ない家計部門の負債、銀行部門の利益と堅調なポートフォリオ。 
(3）三菱東京 UFJ (2011, pp.3-5）：EUファンド、輸出競争力、銀行部門の健全性、堅
調な個人消費。 
(4) OECD (2012, p.11): EUファンドの流入、国内マクロ経済政策による経済刺激策、
通貨ズウォティの減価、金融システムのプルーデンシャル規制。 
(5) 家本（2014, p.110）：需要面として、対内海外直接投資（IFDI）、海外労働者から
の所得移転、EU及び自国予算からの農・畜産部門への支援等。 
                                                   
2 2017 年 3月再任され、2019 年 11 月まで任期が延長されている。 
3 外務省「国地域＞欧州＞ポーランド共和国」Web ページに記載されていた（2014-12-26 アクセ
ス時）。 
4 EU ファンドは、欧州委員会が各種プロジェクトを実行する為に備えるもの。EU 先期（2007～
2013年）と今期（2014～2020 年）で構成は多少異なる。本稿では、先期予算を前提にしてい
る。地域政策に基づく構造基金（Structural Funds）と共通農業政策 (CAP)に基づく基金に大
別できる。 
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上記研究の多くが言及しているのが、海外投資 5と EUファンドが担っている役割
である。因みに、2007年～2015年平均で、海外投資 4.8%、EUファンド 6は 3.2％
の GDP比となっており、両者を合わせると 8％とかなり高い比率である。 
 一方で、ポーランドは、長期に亘る良好な経済成長が厳とした実績として示されて
いる事と比較すると、経済水準（一人当り GDP）の EU平均への収斂が相対的に停
滞している（チェコ 85に対してポーランド 69と 16ポイントの差が付いている）
7。その要因は、今までの 27年間の経済成長モデルにあり、見直しや是正すべき点
があるのではないかと言うのが、本論での議論である。 
又、そもそもの原点は、筆者の修士論文「チェコ共和国とハンガリー共和国経済
の比較：何故ハンガリーが世界金融危機の大打撃を受けたのか？」である。これを纏
めるにあたって、盛田（2010）を一読する機会に恵まれた。この文献の中で、「中・
東欧経済の現状は、多国籍企業によって移転・移入された産業で成り立っている「借
り物経済」ではないだろうか」（盛田（2010, pp.47-48））との指摘がなされている。
筆者の現役時代、ハンガリーが計画経済の時期だが、1974年から約 20年間同国を
訪問した経験があり、この「借り物経済」の説明には大いに共感を覚えた。「借り物
経済」で受けた印象が、以下で述べる「外資依存経済」の議論に、大きな影響を与え
ている。 
順調な成長を継続しているにも関わらず、ポーランドは、ある一定の経済所得水
準 8に達したのち、その次の段階になかなか移行できない「中所得国の罠 (The 
Middle-Income Trap)」に陥るのではないか（若しくは、陥りつつある）との議論が
増加してきたことに注目したい。 
                                                   
5 本論文では、特段の明記が無い限り、「海外投資」には対内（海外）直接投資と対内ポートフォ
リオ投資を含む。 
6 本来、EU ファンドは、「安全保障、市民権」、「グローバル・ヨーロッパ」と「管理費用」に関
する支出を含むが、本論では両者で 90%を占める構造基金と CAP に基づく基金を指している。
尚、文脈上、EU支出金と EU ファンドの使い分けをしているが、ほぼ同一と解して差し支えな
い。詳細は第 3 章及び田中 (2015, pp.246-258)を参照。 
7 2004 年 EU 加盟の中・東欧 8カ国 (CEE-8)のなかで、60 ポイント台はラトビア、ハンガリー
とポーランドの 3 ヶ国。一人当り GDP は、2004～2009 年の前半 6年間で 10ポイントの上昇
に対して、2010～2015 年の後半 6 年間は 7ポイントと 3 ポイント低下している。又、可処分所
得は、2005～2009 年は 12％増加しているのに対して、2010～2014 年は 9％と先期より 3％減
少している。EU平均への収斂速度が鈍化している。等価純所得中位値は、5,336 ユーロ（2014
年）で、EU-28 中 23位で、EU-28 平均の 1/3に留まっている。 
8 一般的には、世界銀行 (The World Bank)の基準が用いられる。基準値は変動するが、現在は
US$3,956 以上 US$12,235 未満（一人当たり GNI）が高中所得国 (High Middle Income 
Countries)と分類される。ポーランドは US$12,680 で高所得国の分類となっている。 
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 「中所得国の罠」の議論の背景には何があるのであろうか。多くのポーランド経済
成長の分析・研究において、海外投資と EUファンドが経済を牽引し、強力な成長
エンジンとなっているとし、「正の測面」が強調されている。しかしながら、外国資
本 9の流入は、結果として、それに過度に依存することで、自立した経済発展が抑制
されるのではないかと言う「負の測面（副作用）」に注目する必要がある。外国資本
への過度な依存は、「外資依存経済」を引き起こし、将来の経済発展可能性の間口を
狭め、社会、企業のマインドを低下させ、ひいては遠くない将来、成長は停滞（「中
所得国の罠」）を余儀なくされるとの懸念が生じる。 
 本論の構成は次の通りである。本章「はじめに」で、25年間一貫してプラス成長
を継続しているポーランド経済にも「負の側面」があるとの問題提起を行い、第 2
章「ポーランド経済成長の推移」では、市場経済への移行開始後 27年間の経済推移
を主にマクロ経済データを使いレビュー・分析を行う。第 3章「海外投資と所得投
資の貢献」で経済発展のキードライバーの一つである海外投資の動向と貢献、及び
GDPに対する海外投資以外の要因も分析する。第 4章「EUファンドの貢献」で
は、海外投資に加えもう一つの大きなキードライバーである EUファンドの貢献に
ついての検討を行っている。第 5章「「中所得国の罠」について」において、海外投
資と EUファンドの「正の側面」とは裏腹に、「負の側面」として将来の経済成長の
抑制要因となる「中所得国の罠」に陥るのではないかとの問題提起・分析を行う。第
6章「外資企業のプレゼンス」では、第 4章と第 5章においても外資依存は経済成長
にデメリットをもたらすことを指摘するが、その根底には「外資企業のプレゼンス」
の大きさがアンカーとなっている事を統計データも交え分析している。終章としての
第 7章「おわりに」では、「中所得国の罠」に陥ったポーランドが今後取るべき施策
を提案する。 
  
                                                   
9 「外国資本」には、海外投資と EU ファンドを含む。 
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2  ポーランド経済成長の推移 
 
2.1 要約 
第 1章の様に、ポーランドは良好な経済発展が賞賛されている。かかる経済発展
は当初より順調に推移したのか、それとも紆余曲折を経たものなのか、マクロデータ
を基に検討・分析してみたい。ポーランドは 1990年「バルツェロヴィチ・プログラ
ム」で知られる「ショック療法」で市場経済への移行を開始したが、当初の 2年間
は痛みを伴う改革であった。一方で、中・東欧他国と比べ相対的に立ち直りは早かっ
た。1991年から 2003年（前期）は、EU加盟を最大の目標とした経済運営であっ
た。前期 12年間の GDP成長率は 4％強、2004～2015年（後期）は 4％弱（何れも
IMF統計）の相対的に高い結果を達成している。ポーランドは、EU加盟前から EU
を主体とした外国からの支援を多く受け、EU加盟後は地域政策 (Regional Policy)
と共通農業政策 (Common Agricultural Policy)に基づく多額の EUファンドを獲得
し経済成長に大きな貢献を果たしている。又、EU加盟後は、ポーランドを EU経済
大国であるドイツやフランスのサプライチェーンに組み込む為の海外投資が流入し、
ポーランド経済成長のキードライバーとしての役割を果たしている。 
 
2.2 市場経済への移行 
 1989年 9月 2日に誕生したマゾヴィエツキ内閣の下、ポーランドの市場移行は
1990年 1月 1 日に着手した「バルツェロヴィチ・プログラム」（若しくは、「九〇年
経済改革」と呼ばれる）で始まった。所有制度の改革、国有企業の自立性の拡大、市
場機構の整備、金融制度改革、財政制度の変革が主要五項目であった（「ショック療
法」としても知られている） 10。青山（1997, pp.91-94）によると「バルツェロヴィ
チ・プログラム」の概要は、（イ）経済の安定化として、価格の自由化 11、貿易の自
由化、緊縮的な財政運営、厳しい金融政策、所得政策の導入、ズウォティ為替レート
                                                   
10 家本（1994, p.176）。尚、1990年 1 月には 90％が自由化されていた（マリー・ラヴィーニュ
（2001, p.146）。 
11 共産党政権時代、1982 年価格制度の見直し等の経済改革が導入されたが、成果をあげるに至ら
なかった、しかしながら、消費財の自由価格シェアは 66.6％であったのは驚異である（木村
（2003, p.97））。 
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の一本化 12と国内交換性の回復、（ロ）システムの変革として、所有制度の変更、国
家財政制度の変革、銀行制度の更なる改革、資本市場の改革があったとしている。 
 更に、青山（1997, p.117）は、貿易自由化を早くから進めたことにより、コメコ
ン 13への依存が最も少なくなっており、コメコン崩壊からの影響を最低限にとどめ
ることができたと説明している。又、これが、いち早く 1992年に旧社会主義の中で
ポーランドのみがプラス成長を達成したことの一つの要因であろうと分析している。
もう一つの要因としては、1989年～1996年の 7年間で内閣がめまぐるしくかわり、
7年間で 7人の首相が内閣を組織したが、その間経済政策は一貫していたことが挙げ
られる 14。 
 1990年代には銀行改革が本格的に行われた 15。特に、国営銀行の不良債権問題は
根深い問題であったが、不良債権処理策は（融資先である）国営企業の経営再建とセ
ットで処理された。この不良債権処理は中・東欧諸国の中で最も成功したものと評価
されている。 
 1995年には、ポーランドは中・東欧諸国で最初の IMF8条移行国（経常収支の為
替制限撤廃の義務が課せられる）となった（尚、OECDには 1996年加盟）。 
 上記からすると、ポーランドの市場移行は相対的に順調に進行したと判断できる
が、コウォトコ（2005, p.105）によれば「ポーランドの成功は、「ショック療法」の
ゆえに達成されたものではなく、「ショック療法」にも拘わらず達成されたものであ
る。」としている。つまり、「ショック療法」のみが市場経済移行成功の要因ではない
との見解である 16。 
 一般政府の歳入に関して、青山（1997, p.266）によると、歳入は GDP比 50％弱
となっており、EU諸国平均と同レベルで、歳入構造の基礎はできていた（広く薄い
課税の考えから、付加価値税を導入した）。収入の過少報告から生じうる税収の減収
                                                   
12 政府の規定する公定レート、旅行者レート、非公式レートが存在した。 
13 経済相互援助会議の通称で、1949 年ソ連主導で設立された。メンバーは、東ヨーロッパを主体
とした 10 ヶ国程度であった。1991 年解散した。 
14 木村（2003, p.293） 
15 本間（2001, p.95） 
16 「ショック療法」に関しては、Stiglitz (1999)は、ロシアと中国の移行を対比させ、ロシアで行
われた「ショック療法」による市場移行に対しては否定的な見解を述べている。「ショック療
法」失敗の要因は、市場経済創設に付いての誤解と制度改革プロセスに対する誤解があったた
めと説明している。市場移行に関しては、「ショック療法（急進主義）」と「漸進主義」の間
で、様々な議論があったが、ここでは立ち入らない。 
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を防ぐ意味で付加価値税導入は正しい政策であったと言えよう。これが、相対的に短
期間で経済成長を立ち直らせた一因とみられる。 
 
2.3 1991～2003年まで（前期）の経済状況 
 
 ポーランドは、市場経済へ移行の道を歩み始めるとともに、貿易の自由化（つまり
開放経済の構築）を進めたことを前節で説明した。並行して、国際機関への加盟に力
を入れた。主な国際機関への加盟を時系列的にまとめると以下の通りである。 
1986年 国際通貨基金（IMF）加盟（対外債務返済問題があり、市場移行前に加
盟） 
1991年 12月 欧州連合（EU）と連合協定(Association Agreement)を締結 
1992年 中欧自由貿易協定（CEFTA 17）を締結 
1993年 北大西洋条約機構（NATO）加盟 
1995年 IMF8条国に移行 
1996年 経済協力開発機構（OECD）加盟 
2004年 5月 1 日 EU加盟 
 1990年の市場経済移行開始から約 15年を経ての EU加盟だが、前期は EU加盟
を最大の目標として突き進んだ様に見える。 
図 2.1が示すように、1990年代初めは移行ショックの特徴であるハイパー・イン
フレに見舞われたが、1990年代後半には落ち着いている。一般に、成長率と失業率
は負の相関があり、成長率が低下すれば失業率は上昇する。しかしながら、1990年
代前半 GDP成長率がプラス成長を継続しているにも関わらず、失業率の改善は見ら
れず、上昇ぎみな事に注目したい。田口（1999, pp.161-164）は、1991年～1994年
GDPは上昇しているが、雇用総数は減少している（矛盾する動きを示している）と
し、その原因は、引き締め政策による景気後退により、要素市場の需要が落ち込んだ
ことが初期における失業増大の主たる原因と説明している。インフレを低下させる為
に引き締め策をとりながらも GDPの拡大を図る政策だったと理解できる。労働投入
                                                   
17 中欧自由貿易協定(Central Europe Free Trade Agreement)。1992 年 12 月 21 日ヴィシェグラ
ード・グループ（ポーランド、チェコスロバキア（当時）、ハンガリー）で調印された。体制移
行をスムースに遂行させる為の自由貿易協定で、EU 加盟の前段階として機能した。 
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量が増加しない状況での GDP上昇は、労働生産性の上昇だけで説明できるのか。そ
れとも、経済成長は、労働力投入増加をカバーするまでのパワーを有していなかった
と解すべきであろうか。1998年からの GDP成長率の低下には、失業率は敏感に反
応し上昇している。 
 
 
（出所）IMF WEO データ
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2014/01/weodata/weoselco.aspx?g=2903&sg=All+count
ries+%2f+Emerging+market+and+developing+economies+%2f+Emerging+and+developing+Eu
rope  (accessed 2017-01-09) 
（注）1990 年のインフレ率は、600％近いことから図の目盛単位が大きくなりすぎる為に省いて
いる。 
 
 本間・青山（1998, pp.9-10）では、移行当初ポーランドの GDPは 2 割近く低下し
たが、GDPの落ち込みは統計上過大に計上された可能性が高いとしている。旧体制
下では、ノルマを達成したかのように見せるために過大な報告をする傾向があり、一
方で、新体制下では節税・租税回避のために過少申告へのバイアスがかかったとの説
明がある。又、「ポーランドにおける安定化プログラムの生みの親であるレシック・
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図2.1 マクロ指標（1991～2003年）（％）
実質GDP成長率（左軸） 失業率（左軸） インフレ率（消費者物価）（右軸）
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バルツェロヴィチは、1990～1991年におけるポーランドの GDPの低下率は、公式
統計のいう 18％ではなく、5～10％であると論じた。」（マリー・ラヴィーニュ
（2001, p.173））との説明もなされており、その差異は 8％以上である。 
1991年－7％から 1992年 2％と GDPが 9％増加しているが、未だ、西側からの
直接投資は少なく生産が一挙に増加することは考えにくく、GDP増加は統計上の要
因によるものかもしれない（過少申告された生産が捕捉されるようになった等）。統
計上の問題に関し、木村（2003, p.158）は非公式経済化率（対 GDP 比）が、1989
～1995年の 6年間で 3.1％減少していると説明している（年間 0.5％の GDPプラス
要因）。更に、青山（1997, pp.251-232）は、「1996年から経常収支の中に「未分類
の経常収支（ネット）」の項目が設けられたが、実質的に国境貿易の収支を表してい
る。1995年データでは「未分類の経常収支（ネット）」は、公式統計輸出額の三分の
一で、GDPの 6.5％に相当する。」と述べている。これらより、統計上 GDPは 7％
上乗せとなったとみることが出来る。 
 
（出所）GDP: IMF WEO データ 図 2.1 と同じ (accessed 2013-06-26)、分類不能取引: Naional 
Bank of Poland “Balance of Payments (on a cash basis)”  
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=en/statystyka/bilans_platniczy/bilans_pl.html (accessed 
2013-06-26) 
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図2.2 名目GDP（左軸：10億ズウォティ）と
国境貿易（分類不能取引）のGDP比（右軸）
名目GDP（左軸） 分類不能取引のＧＤＰ比（右軸）
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図 2.2は、上記本間・青山（1998）の説明を基にポーランド国立銀行の Balance 
of Payments (on a cash basis)から取得したデータをベースに作成したものである。
これによると国境貿易（分類不能取引）の GDPに占める比率は 2％～5％となる。
1995年の 5.1％をピークに国境貿易が徐々に低下（2％～3％）している。移行不況
から脱却し、1992年プラス成長に復帰後は民間経済が急激に拡大し、一時的に非公
式国境貿易も活発化したことが窺われる。 
経済復活の鍵となったのは、民間企業の爆発的な増加、輸出の西側シフトおよび
海外投資の流入であった。OECD (2000, p.9)は、ポーランドは中・東欧諸国の中で
最も経済的に成功したと評価し、その要因は、規制緩和による民間部門の活発な活動
と対内海外直接投資（IFDI）の流入としている。IFDIは当初は市場の大きさに期待
した国内向け投資が多かったが、次第に国内市場より西側諸国（第 4次拡大までの
EU既加盟国）への輸出向け投資へとシフトした。 
又、OECD (2000, p.69)によれば、最低賃金が 1992年から 1998年にかけて減少
しておらず（横ばいを続けている）、一方、チェコとハンガリーは、減少している。
最低賃金のある一定レベルでの保証（平均の 45%）と失業率の相対的停滞は、中間
所得層の底上げと GDP の増加につながったものと考える。 
 ポーランドの重要産業である農業に注目したい。次の図 2.3は、農業雇用者比率と
粗付加価値（GVA）比率を示したものである。先ず、農業雇用者比率が相対的に高
いことが判る。1990年から 2003年にかけて年々低下傾向にあるが、13年間の低下
率は 7％であり、2003年でも約 18％と非常に高い。中・東欧で農業国として知られ
るハンガリーは、5％でポーランドの 1／3以下である。GVA比で比較可能な 1995
年から 2003年をみると、低下率は 3.1％となっている。労働力の観点から、労働力
の農業分野から工業分野への移動が緩慢である。労働生産性の観点から、農業分野で
の生産性は上昇していないことが推定される。これらから、農業分野に「隠れた失
業」として労働力が退蔵していると判断される 18。開発経済学、特に中国経済で
は、「ルイスの転換点」が注目され、議論されている。「ルイスの転換点」とは、農業
部門から工業部門（農村部から都市部）への労働移動がストップすると賃金が上昇
                                                   
18 田口（1999, pp.173-174）によると、「隠れた失業」とは、社会主義経済システムの遺産として
残っている企業の過剰労働力と農村に存在する過剰労働力を指す。農業における過剰労働力は
50 万人から 73 万人程度と推定される（1994 年時）。これは、約 3%の失業率に相当する。 
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し、経済構造が労働集約から資本集約産業へと変化する転換点の事を意味する。中国
では「改革開放」と共に、労働力が大量に西部から沿海部に移動し、都市化を促進し
経済成長に貢献した。この観点では、ポーランドではかかる経済構造の転換は起こっ
ていないのかとの懸念が残る。 
 
 
（出所）農業雇用者数：FAOSTAT http://www.fao.org/faostat/en/#data/OE 
 (accessed 2017-02-06)、 
総雇用者数：ILOSTAT 
http://www.ilo.org/ilostat/faces/ilostathome/home?_adf.ctrlstate=vz6pbrqx4_112&_afrLoop=242
403429272163# (accessed 2017-02-06)、 
粗付加価値比率（農林水産業粗付加価値の対 GVA 比率）： ”Annual Macroeconomic Indicators”,  
Central Statistical Office of Poland (Poland CSO)  
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2012-05-15)より筆者計算 
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図2.3 農業雇用者比率と粗付加価値比率
（1990～2003年）
農業雇用者比率 農業粗付加価値 (GVA)比率
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マリー・ラヴィーニュ（2001, p.168）によれば、移行諸国の中で UNDP 人間開
発指数 (HDI) 19が改善したのはポーランドだけであった（1990年から 1995年に、
0.831が 0.855に改善）。最近の資料 20では 1990年から 2014年までの HDI開発指
数をみると、ポーランドは 0.13ポイント (0.7%)（HDI指数は、2014年 0.843 21）
の上昇で、2004年 EU加盟 10ヶ国の中で、第 6位となっている。これから、経済
社会環境の向上が相対的に停滞していることが示唆される。 
 
2.4 2004～現在まで（後期）の経済状況 
 
 2004年から現在までのポーランド後期のマクロ経済指標が図 2.4である。 
 
 
（出所）IMF WEO データ 図 2.1 と同じ (accessed 2017-01-09) 
 
                                                   
19 人間開発指数は、各国の人間開発の度合いを測るもので、包括的な経済社会指標である。各国
の達成度を、長寿、知識、人間らしい生活水準の 3 つの分野について測ったもの。0と 1 の間
の数値で表され１に近いほど人間開発が進んでいることを表す (UNDP (2007))。 
20 UNDP (2015, p.212) 
21 1995 年より HDI が低下しているが、測定方法が変更されているので、実際に低下したのかど
うかは厳密には不明。 
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図2.4 マクロ指標（2004～2015年）（％）
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 GDPは、2008年まで概ね 5％の順調な成長率であったが、2009年は 1.6％ 22と世
界金融危機の影響を受けて急激な低下となった。しかし、翌年以降約 4％に盛り返し
ている。ここでも注目すべきは失業率で、概ね 4％の GDP成長率を示しているのと
は反対に、20％から 10％台に低下した後はそれが継続している。前節で述べたのと
は逆に、統計的に農業部門で退蔵されている労働力が失業者としてカウントされてい
た為であろう（隠れた失業から顕れた失業へ）。 
 
 
（出所）EUROSTAT 
http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=une_rt_a&lang=en  (accessed 2017-
01-09) 
 
中・東欧他国も含めた失業率の詳細を表しているのが上図 2.5である。2008年ま
では、失業率は順調に低下したが、2009年からは EU-28平均とほぼ同じレベルであ
る。ポーランドの経済成長率を考慮すると失業率は高いと言えよう 23。失業率を高
                                                   
22 前期と後期の時系列を統一するために、IMFデータを採用している。図 1.1 の 2.8％と数値が
異なるが、IMF データは旧統計基準を採用しているものと思われる。 
23 実質賃金が高いのが原因との分析もある（OECD (2012, p.18)）。 
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EU-28 チェコ ハンガリー ポーランド スロバキア
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く維持しつつ、経済成長を続けられたのは、労働力を相対的に要しない産業が成長し
たとみるのが妥当と考える。2000年初頭より流入した IFDIは、資本集約型であっ
たことが推定できる（主に、自動車と電気産業）。 
 
 
（出所）ILO LABOSTAT データ (accessed 2013-06-23) 
（注）上記のデータは、2013 年のアクセスで入手したが、現在の Website 
http://www.ilo.org/ilostat/faces/wcnav_defaultSelection?_afrLoop=264096299754422&_afrWind
owMode=0&_afrWindowId=c4f3pgvnm_303#!%40%40%3F_afrWindowId%3Dc4f3pgvnm_303%2
6_afrLoop%3D264096299754422%26_afrWindowMode%3D0%26_adf.ctrl-
state%3Dc4f3pgvnm_323 では、2008 年以前のデータは入手できない。 
 
木村（2009, p.192）によると、ポーランドの労働争議は相対的に少ない（ポーラ
ンドは、米国の 10分の 1程度）。ILOデータを利用して、ポーランドをドイツと比
較したのが上図 2.6である。移行当初時ストライキは非常に多かったが、1995年か
ら大幅に減少しており、特に 2001年からは殆ど発生しておらず、ドイツよりも少な
い。労働争議が少ないのは、好景気で労働需要が逼迫しているか、逆に景気の悪化で
職を失う恐れから労働争議を控えざるを得ないことが考えられる。更には、そもそも
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職が不足しており、職を失うことを恐れて労働争議が起こせないのかもしれない
24。 
 経済発展の果実が国民に波及しているかを判断する為に作成したのが次のジニ係数
を示す図 2.7である。2005年から 2015年の間で約 5ポイント係数が低下してい
る。しかしながら、同じ中・東欧諸国のチェコ、スロバキアよりも 5ポイント高く
なっている。 
 
 
（出所）EUROSTAT 
http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=ilc_di12&lang=en  (accessed 2017-
01-09) 
（注）2004 年データは得られなかった為、図 2.7 は 2005 年からとなっている。 
 
ジニ係数は、一般的に 40が警戒ラインとされ、これ以上になると暴動等発生の恐
れがあるとも言われている。ポーランドでの暴動等は少なくともメディア等では報告
                                                   
24 石川（2009, p.199）は、「外国資本の企業の多くでは、労働組合が結成されず。国内の新成長
企業や小企業でも、労働組合はほとんど組織されていない。民有化された旧国有企業では、組
合員は減少している。」と説明している。つまり、労働争議を主導する労働組合が弱体化してい
る。 
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されておらず、平穏と言えよう。2009年旧計画経済時代の知り合いとメール交換を
したことがある。その際には、バルツェロヴィチ政策では厳しい生活を強いられたと
の不満が聞かれたが、社会保障等ではそれなりの措置がなされている様であった。自
己主張の強い国民が、平穏を続けている背景に、基礎食料品等の価格が政府により抑
制されていないかは今後の調査課題である。 
 
 
（出所）農業部門雇用者数、総雇用者数：Poland CSO Concise Statistical Yearbook 2005, 2010,  
2013, 2015, and 2016、粗付加価値率：Poland CSO “Annual Macroeconomic Indicators”, 
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2017-02-06)より筆者計算 
 
 図 2.8の様に、後期の農業部門 GVA 比は 12年間で 1.4％の低下となっているが、
雇用者比率は殆ど低下していない。過剰な労働力が未だ農村に留まっていることが示
されている。尚、国際農林（2012, p.96）によると、農業生産高 2004年～2006年
中・東欧 10ヶ国年率－1.7％であるのにポーランドは 2.8％と好調であった。 
田口（2012, pp.1-23）は 2009年ポーランドが EUの中で唯一プラス成長を遂げた
要因は、ズウォティ安での輸出の貢献（2009年 GDP成長寄与度は、国内需要  
－1.2%に対して外需 2.2％）と地方自治体財政が比較的堅調で、これが安定の要因と
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図2.8 農業部門雇用者比率と粗付加価値比率
（2004～2015年）
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なったとしている。又、2007年のポーランド農民の所得は 13.7％上がっており、
2009年の公共投資は前年並みを維持出来、これらが国内需要を下支えした。農民所
得の向上には農産物価格の上昇も影響している。2005年を 100とすると 2008年に
は価格は 20ポイント以上、生産量は 10ポイント上昇している（下図 2.9参照）。ウ
クライナ問題を発端として 2014年 3月 EUは対ロシア制裁を発動し、それに対抗し
て、ロシアは EUからの果物の輸入禁止措置を課している。ポーランドのリンゴ輸
出の半分以上がロシア向け故、ポーランド農業に対する影響が懸念されたが、ポーラ
ンド政府の新規市場開発努力も功を奏し、結果として不安を打ち消す結果となってい
る 25。 
 
 
（出所）Poland CSO “Annnual Macroeconomic Indicators”  
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2017-01-28) 
 
                                                   
25 JETRO 通商弘報（2014 年 9 月 24 日）によると、2014 年 0.4 ポイント、2015 年 0.8 ポイント
GDP 成長率が低下すると予想されたが、2014 年 3.3％、2015 年 3.8％と 1％以上 EU-28 平均
を上回る結果となっている。その要因の一つとして、米国向けリンゴジュース輸出の大幅な増
加が挙げられている(“Russian Ban on Polish Apples Sweetened by U.S.Imports of Juice”, 
GAIN Report of 6/1/2015, USDA Foreign Agricultural Service). 
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2.5 小括 
 
ポーランドは、前期の 1991～2003年、後期の 2004～2015年何れも 4～5％の良
好な経済成長を遂げた。前期は、移行初期のマイナス成長からの反動と民間部門の成
長が牽引力となって成長したものと判断される（別途、統計上の問題もあるのかもし
れない）。第 3章と第 4 章で述べるが、後期は外資企業の FDIと EUファンドがキー
ドライバーとなっている。統計上は、GDPは順調な成長を続けているが、後期にな
っても労働者の農業部門での退蔵は依然として多く、このままでは労働集約産業依存
の産業構造から脱却する事が困難であるとの懸念を拭うことが出来ない。 
次章以降で詳細を述べるが、ポーランドは、外資依存（外資寄与 8％、内海外投資 
5％）の経済成長を続けているように見受けられる 26。一方で、外資依存による成長
では、自国産業基盤の脆弱性を十分に是正できないままではないかと危惧され、次の
ような問題が懸念される。 
（1）他人任せ体質となり、自立した経済成長のインセンティブが抑制される。 
（2）外資には敵わないとの意識が先に立ち、技術や生産性向上意欲が低下する。 
（3）外資は、全ての分野に進出する訳ではない。自社にとってメリットを得られる
分野に限定される。限定された分野に偏った産業構造になる恐れがある。 
（4）国内企業の参入を抑制する恐れがある。企業数では国内企業の方が圧倒的に多
く、産業連関を拡げるためには、裾野が拡い国内企業の育成に注力すべきであ
る。 
（5）ポーランドは人口 3,800万人を擁し相対的に大国である。外資の存在が大きい
とはいえ、1人当たり貢献度に対しては限界がある。 
（6）突然の資本引き上げがあると、マクロ経済に悪影響を与える。 
（7）ベトナムを対象とした研究ではあるが、「途上国は外資導入がうまくいけば、
第二段階までは到達することが出来る。しかし、より高い所得を目指すためには
政策の向上と民間活力が必要である。これらなしには、中所得段階にとどまり高
所得に達成できない可能性が高い」（大野（2014, p.25））との指摘がある 27。 
                                                   
26「外資依存経済」の定義は、本章 2.6 節 補論：外資依存経済の定義を、これがもたらすデメ
リットに関しては、第 6 章 6.4 節を参照されたい。 
27 第 2 段階（裾野産業が形成されるも外国主導は続く）と第 3 段階（経営・技術をマスターし、
高品質製品を生産）の間に「中所得のわな」が潜んでいると言う。 
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2.6 補論：「外資依存経済」の定義 
 
「外資依存経済」と言う言葉は、日本の論文等でよく使われている。一方で、その具
体的な定義を見つけることは難しい。海外においては、IFDIがホスト国に与えるイ
ンパクトに関する論文が多いが、「外資又は IFDI依存経済」をタイトルに冠した研
究を見つけるのは難しい。従って、次の資料を参考にした。 
（1）Nolke and Vliegenthart (2009, pp.670-702) 
 中・東欧諸国は、依存型市場経済であるとの提起を行っている論文で、依存型
経済の定義は行っていないが、資金調達手段としての IFDIの重要性（GDP比
率）、対外直接投資（OFDI）に対する対内直接投資（IFDI）の倍率、自動車等主
要産業における外資比率の分析を行っている。 
（2）OECD.Stat 
 多国籍企業のプレゼンスを捉えるデータを統計化している。その中で、ホスト
国における製造業に関する外国企業の活動データとして、企業数、従業員数、生
産、売上、付加価値、雇用者所得、R&D支出、研究者数、総固定資本形成、総輸
出、総輸入、総営業利益、技術的支払、技術的受取が採用されている。 
（3）徳井（2004, pp.13-18） 
 この論文は、外資プレゼンス指標を作成する際、企業活動のどのような指標を
用いるのが適切かの分析を行っている。この中で、各国との比較で用いられてい
る指標は、企業数、従業員数、売上、付加価値、研究開発、設備投資である。 
（4）西村（2004, pp.101-103） 
 ハンガリーにおける外資企業のプレゼンスを、外資企業数、払込資本金、粗付
加価値、利潤、貿易、総固定資本形成に関するデータを用いて示している。 
 
 上記から、外資企業のプレゼンスに関する指標としては、一般的には、FDI, 外資
企業数、雇用者数、売上、付加価値、貿易、総固定資本形成が適切と考える。
OECD.Statが、最も多くの指標を取り上げているが、これは異なる分野でのプレゼ
ンスの検討に応える為、又、その目的によって適切な指標が異なる事を配慮してい
る為であろう。本論文では、外資企業のポーランド経済における影響力を捉えるの
が主目的である。 
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 定義付けには、複数国との比較も重要で、データの入手可能性の問題もある。 
 上述より、本論文では、外資企業の全産業付加価値比率が 30％を超えれば外資依
存型経済と定義する（30％は概ね中央値）。外資企業による付加価値が大きければ大
きい程、外資企業のプレゼンスが大きいことに異論は無いと考える。因みに、ポー
ランドは、35.1％で、EUの中で 7位となっている。又、殆どの中・東欧諸国が外資
依存経済である。付加価値以外に、全雇用者、製造業売上、総固定資本形成に占め
る外資企業のデータも入手したが、ポーランドは全ての指標で中央値を上回ってい
る。主要な 4つの指標のデータを次頁表 2.1としてまとめている。 
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全産業付加価値
（2011年）
全雇用者数
（2011年）
製造業売上
（2010年）
総固定資本形成に占
めるIFDI（2011年）
キプロス 9.1 5.3 na na
イタリア 14.1 7.5 18.7 7.7
フランス 16.3 10.9 29.7 4.9
ドイツ 18.1 10.3 27.2 8.9
スペイン 18.7 11.1 30.4 8.9
スロベニア 19.2 14.3 26.7 10.5
ポルトガル 19.7 10.7 25.7 16.5
フィンランド 20.9 15.1 18.4 4.2
クロアチア 24.6 11.5 na 13.4
デンマーク 24.6 20.5 26.0 18.3
ノルウェー 25.4 20.3 27.8 14.4
オーストリア 25.5 19.5 39.3 11.0
オランダ 25.9 15.9 41.3 13.4
スウェーデン 27.9 22.3 39.6 10.1
英国 29.3 18.7 45.1 10.2
ベルギー 29.4 17.6 56.2 65.7
リトアニア 29.9 14.7 na 18.0
ラトビア 30.1 18.2 na 23.0
ブルガリア 32.3 14.3 na 24.5
ポーランド 35.1 25.4 46.1 14.6
スロバキア 38.2 25.0 70.5 14.8
ルーマニア 40.8 22.0 48.2 4.7
チェコ 42.9 27.3 64.3 3.8
エストニア 43.8 38.0 52.5 16.5
ハンガリー 51.9 25.8 61.9 22.7
アイルランド 56.2 22.7 78.7 56.6
中央値 26.9 17.9 39.6 13.4
（出所）全産業付加価値、全雇用者比率：EUROSTAT
　　　http://ec.europa.eu/eurostat/data/database (accessed 2017-04-05)
　　　製造業売上比率：OECD
      www.oecd.org/sti/measuring-globalisation (accessed 2017-04-07)
      IFDI/総固定資本形成：UNCTAD, Table 5
     http://unctad.org/en/Pages/DIAE/World%20Investment%20Report/Annex-Tables.aspx
    (accessed 2017-04-05)
表2.1　4つの指標に関する外資企業の占める割合（％）
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3  海外投資と所得収支の貢献 
 
3.1 ポーランド海外投資の特徴 
 
 海外投資（対内直接投資（IFDI）とポートフォリオ投資）は、ポーランド経済成
長の大きな牽引力の一つである。ポーランド向け海外投資は、EU加盟 2004年から
大きく伸びており、EU新規加盟国の中で、最も多額の海外投資を獲得している。海
外投資の中でも、ポートフォリオ投資が相対的に多い（2004～2015年平均で、ポー
トフォリオ投資が 40％となっている 28）。IFDIのホーム国（投資国）は、EU諸国
が大半を占めており、分野別では、製造業が最も多い。本章では、主として、海外直
接投資（FDI）に焦点を当て、これを対内直接投資（IFDI）と対外直接投資
（OFDI）に分けて検討する。又、IFDIの論述の中で、ポートフォリオ投資の特徴
にも触れ、海外投資に加え所得収支の分析も行っている。 
 
3.2 対内直接投資（IFDI） 
 
先ず、IFDIは、経済発展初期には、投資に廻せる国内貯蓄が乏しいため経済成長
実現の重要なドライバーと言われる。UNCTAD (1999, p.317)によると、対内直接投
資（IFDI） 29がホスト国（資金受け入れ国）にもたらすメリットは、「長期的観点で
の投資資金」、「投資者からの技術・ノウハウ移転による生産性向上」、「新規外国市場
の拡大」、「投資者からの経営ノウハウによる競争力向上」、「環境基準の改善」等があ
る。図 3.1は海外投資フローの 2003～2015年の推移を示しているが、EUに加盟し
た 2004年より急激に増加している 30。3,800万人の人口は、2004年 EU新規加盟
10カ国の中で最も多く、市場として期待出来ること、賃金が相対的に低い事、教育
レベルが高く良質の労働力が期待できることが投資家の関心を高めたと思われる。
E&Y（2016, p.4）でも、ポーランドはヨーロッパ全体の中での投資見込みプロジェ
                                                   
28 EU 加盟中・東欧 11ヶ国平均は、30%である。 
29 対内直接投資と対内海外直接投資は同義で使用している。 
30 1990 年代にも IFDI は流入しており、1990 年代後半には年間 500 億～700億ズウォティと
GDP 比約 5％と大きな額である。しかしながら、2004 年以降は倍増している。1990 年代の
IFDI は、アメリカ移民を中心とした IFDI が多いとも言われている。 
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クト数で第 7位、雇用創出数では第 2位となっており、同報告書での投資対象国と
しての評価は高い。 
 又、ポーランドの企業所得税は 19％で、ドイツの 30.18％に比べ 10ポイント以上
安く 31、投資家にとって魅力的である 32。 
 
 
（出所）National Bank of Poland “Balance of payments” 
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=en/statystyka/bilans_platniczy/bilansplatniczy_r.html 
(accessed 2017-01-30)、GDP: 図 2.9 と同じ 
 
ポーランドの海外投資で特徴と思われるのは、上述の様に IFDIに比べポートフォ
リオ投資が相対的に多いことである。2009年以降は 2014年を除きポートフォリオ
が IFDIを凌駕している。通常の IFDI（グリーン投資又はブラウン投資）では、長
期間を見据えた投資がメインだが、ポートフォリオは IFDIに比べ短期投資が多く、
流動的である。一方で、2008年から IFDIが以前と比べ減少傾向である。IFDIスト
                                                   
31 OECD http://stats.oecd.org//Index.aspx?QueryId=58204 (accessed 2017-01-28) 
32 因みに、2000 年の税率は、チェコ 31％、ハンガリー19.6％、ポーランド 30％だったが、ポー
ランドは 2012 年 19％に下げている（IFDI を呼び込むための税率競争）。税率以外に、SEZ
（経済特区）を造営し、外資誘致競争をしていると言われている。 
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図3.1 対内直接投資とポートフォリオ投資の対GDP比率
（左軸：百万ズウォティ、右軸：比率（％））
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ックベースでは、製造業と金融業で 50％であり、IFDIが減少傾向の原因は、投資が
ほぼ一巡したのではないか懸念される。上図 3.1から明らかなように、2006年に一
旦減少したポートフォリオ投資だが、2009年より再度大きく増加している傾向が読
み取れる。 
 ポーランド製造業の内訳を表しているのが図 3.2である。又、IFDIの多くが製造
業向けでその中でも自動車産業は第 2位と多い（第 6章 図 6.3参照）。本来自動車
産業は裾野が広いので、産業発展への波及効果は大きいと言われている。しかしなが
ら、製造業の第 1位は食品加工となっている。食品加工は、市場経済移行前よりポ
ーランドが比較優位をもった分野で輸出も多い。自国の優位産業に注力しているとも
言えるが、産業の高度化は進展していないのではないかとの懸念が残る。 
  
（出所） Poland CSO Concise Statistical Yearbook of Poland 2016, pp. 295-296 
 
外資企業のポーランドにおけるプレゼンスに関し、工業部門を調査すると外資企
業の割合は、2011年売上げベースで 36.9％、雇用者ベースでは 23.2％と高い比率を
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図3.2 製造業内訳（販売額ベース） （2015年）
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占めている（企業数ベースでは 1.6％とわずかな事から、事業所規模が大きいことが
判る） 33。工業部門の付加価値は 3,300億ズウォティ 34で、これに外資比率 37％を
乗じて GDP比を計算すると 8％となる。外資系企業の方がポーランド企業よりも生
産性が高いであろうと思われる点、8％は工業分野のみである点を考慮すると（金融
分野での外資の比率も大きい）、外資企業の GDP寄与率は少なくとも 10％はあると
言える。外資企業のプレゼンスに関しては、第 6章で詳しく分析する。 
 
3.3 対外直接投資（OFDI） 
 
次の図 3.3は、ポーランドの OFDIの動きを表している。前項で、対内直接投資
（IFDI）とポートフォリオ投資は EU加盟の 2004年より増加した旨説明をしたが、
OFDIは翌 2005年より急増している。特に 2004年から 2005年そして 2006年は
倍々で増加している。大型案件があったのが要因かもしれないが、詳細は今後調査し
たい。2011年対外投資残高をみると、ルクセンブルグ向け 24％、オランダ向け
6％、キプロス向け 6％となっており、3国で 36％と三分の一以上となっている 35。
これらの国は、金融立国（金融中継国）としてしられており、最終投資国や投資目的
は不明である。 
ポーランドは、EU加盟で IFDI導入に成功し、IDP (Investment Development 
Path)モデル 36の第二段階（IFDIを誘引し、増加してゆく段階）を期間的に短縮さ
せることが出来た。Uppsalaモデル 37では、対外活動の為の事前知識の重要性が強
調されたが、ICTの進歩で海外活動の為の知識の重要性（知識習得の為の努力）は
                                                   
33 Poland CSO Statistical Yearbook of Industry 2012, p. 41 
34 Poland CSO Annual Macroeconomic Indicators 
35 National Bank of Poland Web: 
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/en/publikacje/piben/piben.html (accessed 2013-06-25) 
36 Dunning (1981, 1986)で説明されている経済発展段階により投資形態が変化するとの理論。5
段階に分けて説明している。第 1 段階では、IFDI が多く OFDI は無視できる程度だが、段階が
進むにつれて、両者が逆転してゆく。つまり、第 5 段階に向かうにつれ、OFDI が主体とな
り、最終的には IFDI と OFDI は均衡する。 
37 Uppsalaモデルは、Johanson and Vahlne (1977) によって最初に紹介されたもので、スウェ
ーデン企業を基にした実証分析で、国際化過程を第 4 段階で説明がなされている。第一段階で
は輸出活動自体が欠如している。第二段階には商社・代理店等を経由した輸出活動が開始され
る。第三段階より現地に販売拠点を設立し、第四段階に入ると自社の生産拠点を海外に設立す
るというものである。 
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相対的に低下した為、第二・第三段階を短縮することが可能となった。従って、EU
加盟と同時並行的に OFDIが開始、促進されることとなった。 
 
 
（出所）対外直接投資：図 3.1 と同じ、GDP: 図 2.9 と同じ 
（注）統計データの取得時期が異なるので、2003年と 2004 年の間には厳密な意味でデータの連
続性は無い。 
 
OFDIの主たる動機づけは、自社ブランドの確立、先進国の技術・ノウハウの習
得、市場へのアクセス拡大であり、新興国・発展途上国の OFDI要因と類似してい
る。つまり、ポーランドの OFDIは、先進国型ではなく新興国型である。今後の
OFDI実行にあたっては、その形態を「資産増大型」から「資産活用型」に転換して
ゆく必要がある。その為には、資本と言う体力を養い、IFDIに依存しない独自の資
本（金融資本と技術・ノウハウ）を使った OFDIに変化させる事が重要である。 
国内企業の競争力を強化するためには IFDIは不可欠である。一方で、IFDIに対
する OFDI比率が相対的に高い点に注目したい。特に 2006年と 2015年には 60％を
超える高率である。対外投資対対内投資比率と対外投資が相関している事から、
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図3.3 対外直接投資の推移と比率
（左軸：百万ズウォティ、右軸：比率（％））
対外投資（対外直接投資＋対外ポートフォリオ投資）
対外投資GDP比率（％）
対外投資／対内投資（対内直接投資＋対内ポートフォリオ投資）（％）
27 
 
OFDIと IFDIは相関しているようにも見える。それであれば、ポーランド OFDI
は、EU諸国からの迂回投資が多い可能性もある。 
IMF (2012, p.41)によれば、財政乗数は 0.9から 1.7の間にある。これからする
と、OFDIを控えその資金を国内投資に振り向ければ、GDPは少なくとも１％上昇
するのではなかろうか（2013年を除き、2003年から OFDIの GDP比は 1％を超え
ている）。 
 
3.4 所得収支 
 
海外からの毎年 60億とも 100億ユーロとも言われる資金がポーランドに送金され
ている（世界中に住むポーランド人は 2,000万人）（日経ビジネス（2007））との報
道があり、所得移転がポーランドの経済に大きく貢献しているかのような印象を与え
ている。確かに例年 100億ユーロの一次所得収支受取があるが、図 3.4の様に支払
も多く、所得収支全体では大きく赤字となっている。 
 
（出所）経常収支、所得収支：図 3.1と同じ、GDP: 図 2.9 と同じ 
（注）統計データの取得時期が異なるので、2003年と 2004 年の間には厳密な意味でデータの連
続性は無い。 
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図3.4 経常収支と所得収支の推移
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 経常赤字の GDP比率は低下しつつあるが、所得収支支払は増加しており、外資企
業の海外への利益送金が増加しているのか、若しくは投資者による資金回収が増加し
ていることを示唆している。これは、「借り物経済」の「負の側面」の一つを表して
いるとも言えよう。 
 所得収支支払合計は GDP比 3％を超過しており相対的に大きい。EU加盟により
人・物・金の移動を当局がコントロールすることは難しい（EU単一市場原則）。こ
の資本流出を補填しているのが海外投資家による対内直接投資（IFDI）と（対内）
ポートフォリオ投資であるが、投資の実行は投資家の意思次第である。投資に対する
リターンが低下すると判断すれば、資本は海外に逃避（移転）する脆弱性を抱えてい
る。 
  
 
（出所）図 3.1 と同じ 
 
経常収支赤字の内訳をチェックすると、特に、2009年からは所得収支の赤字がそ
の大半を占めている。2013年より財・サービスの貿易収支が黒字化しており、経常
収支の赤字幅も改善しつつある。しかしながら、所得収支の赤字が悪化しており、
財・サービスの輸出競争力を高めて貿易収支の黒字化を促進しても、経常赤字を解消
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図3.5 経常収支、貿易収支、所得収支の推移
（単位：百万ズウォティ）
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するのは難しい恐れもある（上図 3.5参照）。経常収支の恒常的黒字化を図るには、
所得収支の改善も不可欠である。 
 
3.5 FDI以外の経済成長へのインパクト 
 
三菱 UFJリサーチ（2010, p.0/19）及び BTMU (2011)によると、2009年ポーラ
ンドが EUで唯一のプラス成長だったのは、2004年ポーランドの EU加盟に伴って
EU域内向け輸出が牽引して経済の成長を支えてきたが、対 GDP輸出比率が相対的
に小さかった（30％台）事（輸出の落ち込みによる GDPの急激な減少が避けられ
た）と、変動為替相場制を維持していた為ラトビアの様な金融危機 38に遭わずに済
んだ事が要因である。実質 GDP成長率の 2008年から 2009年の落ち込みは 1.4％と
相対的に軽微なものであった。 
表 3.1は、中・東欧諸国輸出の対 GDP比を示している。BTMU (2010) の様に、
2009年以前ポーランドは 40％弱でルーマニアを除き中・東欧他国より低い。 
 
 
 
                                                   
38 同国は、リーマンショックの影響を受け、2009 年経済成長率が－18％と大幅な落ち込みとなっ
た。 
2003 2004 2006 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
ブルガリア 34.7 41.3 47.3 52.5 42.3 50.2 59.1 60.8 64.7 65.0 64.1
チェコ 47.1 57.4 65.3 63.4 58.8 66.2 71.3 76.2 76.9 82.5 83.0
エストニア 57.4 61.5 63.5 66.8 60.8 75.1 86.5 86.0 84.5 83.1 79.3
ハンガリー 56.4 59.7 74.3 79.6 74.8 82.2 87.2 86.8 86.0 88.7 90.7
ラトビア 36.1 39.1 40.0 39.5 42.6 53.7 57.9 61.4 60.3 59.6 59.0
リトアニア 46.2 47.3 55.6 57.1 51.9 65.3 75.0 81.6 84.0 80.9 75.9
ポーランド 33.4 34.3 37.9 37.9 37.2 40.1 42.6 44.4 46.3 47.6 49.6
ルーマニア 34.5 35.6 32.1 26.9 27.4 32.3 36.8 37.5 39.7 41.2 41.1
スロバキア 62.2 68.7 81.0 80.0 67.6 76.3 85.0 91.4 93.8 91.8 93.5
スロベニア 50.9 55.0 64.7 66.1 57.2 64.3 70.4 73.3 75.2 76.4 77.9
（出所） wiiw Handbook of Statistics 2016
表3.1　財・サービス
輸出のGDP比　（％）
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 図 3.6は、中・東欧諸国とドイツの商品輸出前年比伸び率だが、スロバキアを除く
各国ともにほぼ同様の推移を示している。中・東欧諸国の輸出は EU経済、特にド
イツ経済に大きく影響されている事を示唆している 39。 
 
 
（出所）WTO Trade and tarriff data 
 http://stat.wto.org/Home/WSDBHome.aspx?Language=E  (accessed 2017-01-14) 
 
更に、ポーランド経済の強さの要因は、内需主導の経済成長を遂げたことがあげ
られる。その背景には、EUファンド（成長率の半分以上が EUファンドとその波及
効果に起因する）、ズウォティ相場下落による輸出競争力の著しい改善、銀行部門の
健全性がある。市場レートでの対ユーロ為替レートをチェックした（下図 3.7参
照）。チェコとハンガリーもポーランドと同様、2009年の前年比で 6％、11％とそれ
ぞれ減価している。ポーランドは 23％の減価となっている（何故、ポーランドのみ
が大幅に減価したのか興味深い）。ズウォティの減価は、2009年輸出の 43％を占め
                                                   
39 中・東欧諸国の輸出が EU の景況の影響を受けるとともに、ドイツの輸出の影響も受けている
（下請化）。 
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図3.6 商品輸出前年比伸び率
（前年＝１００）
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る機械・輸送機器のユーロ建金額では前年比 12％減少させたが、ズウォティ建では
9％増加しており、GDPの落込みを少なくするのに貢献した。ポーランドは、価格弾
力性の低い食料品関連の輸出が約 10％と相対的に大きい。これも輸出減少の歯止め
に貢献していると判断される 40。 
 
 
（出所）EUROSTAT 
http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=ert_bil_eur_a&lang=en  (accessed 
2017-01.14) より筆者作成 
 
移行開始当初、銀行部門の二層制構築には計画経済時代に設立されたモノ・バン
クを商業銀行に転換させる方法をとったこともあり、小規模銀行が乱立し、資産に占
める国営銀行のシェアは 70％と高かった（クラフチック・マリウシュ（1999, 
p.148））。その後、状況は逆転して、外資系銀行の占める割合が約 70％となっている
（ECB (2010, p.20)）。かかる金融業界再編もあり、その後は、OECD（2012）もポ
ーランド金融システムは健全であるとの見解を示している。又、健全な金融システム
                                                   
40 Poland CSO Yearbook of Foreign Trade Statistics of Poland 2012, pp. 52, 53,56 
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図3.7 対ユーロ名目為替レート
前年比変化率（％）
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が世界同時不況の影響を最小限に抑え、金融市場の混乱を防止し、プラスの経済成長
に貢献したと分析している。 
 
3.6 小括 
 
 様々な研究で、ポーランド経済のキードライバーの一つが外国資本である事が指
摘されている。ポーランドは、2004年 EU加盟の恩恵を受け IFDIの取り込みに成
功したことは、図 3.1からも明らかである（2007～2015年海外投資の GDP比率は
年平均 4.8％となっている）。 
海外投資の内訳は、IFDIから（対内）ポートフォリオ投資に主体が移ってきてい
る。分野別投資では製造業が多く、EU先進国のサプライチェーンに組み込まれてい
る事を念頭に置くと、IFDIの漸減減少は、ポーランドにおける投資機会が減少して
きたのか、投資国の景気低迷によるものかの検討が必要である。 
海外投資以外の貢献について、表 3.1の様に、輸出の GDP比が 45％程度まで高ま
っていることが挙げられる。この要因は、ズウォティ安と思われる。理由は不明だ
が、2009年ズウォティは大幅な減価となり、結果、輸出減少を最小限に抑える事に
成功した（ズウォティ建） 41。一般に、貿易収支に起因する短期的外貨準備が増加す
れば、国内通貨の需要が高まり同通貨は増価し、減少すれば減価するはずである。 
しかしながら、次の図 3.8を見る限りそのような傾向は見られない。2008年と
2009年は特徴的である。2008年は急激な外貨準備減少にも関わらずズウォティは増
価し、2009年は外貨準備が増加したにも関わらずズウォティは減価している。これ
らより、ズウォティ為替レートは外貨準備高の増減には大きな影響を受けず、EU市
場動向、中・東欧各国の為替レート変動の影響下にあるとみられる。 
 
                                                   
41 三菱 UFJリサーチ（2010, p.8）によると、「リーマンショック以前のポーランドで、スイスフ
ラン建ての住宅ローンなどをはじめとする外貨建てローンが拡大しており、これを返済するた
めの外貨需要が大きかったところへ、リーマンショック後の資本流出が発生したことで外貨需
給がひっ迫してしまった」との分析がなされている。 
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（出所）National Bank of Poland 
 http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/kursy/kursyen.htm 及び 
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/en/statystyka/rez_of.html  (accessed 2017-01-15) 
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図3.8 ズウォティ為替レート（左軸）と外貨準備
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4  EU ファンドの貢献 
 
4.1 EUファンドへの期待そして「負の貢献」 
 
本章では、ポーランド経済成長のキードライバーである外国資本の一つである海
外投資に加え、もう一つの重要なドライバーをなす EUファンドを取り上げる。 
第 2章で述べた様に、ポーランドは、1990年市場経済移行を開始した。コウォト
コ（2005, pp.270&354）によれば、「ポーランドは国際機関より多くの支援を受けて
おり、1994～1996年の年平均の一人当り支援額 US$72は最も多い金額であった」
と説明している。又、同国は、2004年 EU加盟前はポーランド・ハンガリー経済復
興援助計画（PHARE）、加盟後は EUファンドの形で多額の資金援助の獲得に成功
している。先期 2007～2013年の EU予算年度 (MFF) において最大の受益国であっ
たが、2014～2020年の今期予算年度においても最大の受益国となっている 42。この
様に、ポーランドは、市場経済移行開始より現在に至るまで 27年以上外国からの支
援を継続的に受けている。又、2013年 11月には地域開発省と運輸・建設・海事経
済省を統合し、インフラ（基盤）・開発省を設立しているが、これは、ポーランド政
府が自国の経済成長に対する EUファンドの貢献が大きく重要である事を認識して
いるからであろう 43。筆者の知る限りにおいて、EUファンドがポーランド経済に与
えた影響を大きく取り上げた日本の論文は多くは見受けられない 44。又、EUファン
ドを一括りにしてその重要性を訴えつつも、個々のファンドの内訳に言及した分析は
見うけられない。従って、本章では、個々のファンドの把握に努めつつ、EUファン
ドが、金額、政策継続期間何れの観点からもポーランド経済発展にとって重要な政策
の一つであることを再認識したい。一方で、第 2章 2.5節で述べた「外資依存経
済」による「負の貢献」は海外投資のみならず、EUファンドにも当てはまることを
強調したいが、本章では主に「正の側面」に焦点を当て、「負の側面」については問
題点を提起するに留めている。「負の側面」の詳細は、第 5章「「中所得国の罠」に
ついて」で述べる。 
                                                   
42 CAP 関連を除き、EU 予算先期 670億ユーロ、今期 780 億ユーロの割当額を得ている。 
43 JETRO 通商弘報（2014 年 2 月 10 日）及び ME (2010, p.60) 
44 田中（2003,p.10-15）及び家本（2014, p.110）が挙げられる。 
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ポーランド経済の力強さを理解するにはヨーロッパで唯一プラス成長を達成した
2009年に注目するのが適切と判断する。従って、2009年を含む EU先期予算年度
（2007～2013年）における EUファンドがポーランド経済に与えたインパクトを主
にマクロ経済の視点で分析している。 
 
4.2 EUファンドとは 
 
先ず EU予算の概略に付いて述べておきたい。EU予算は中期（多年度）予算枠組
み（Multiannual Financial Framework=MFF）として欧州委員会で原案が策定さ
れ、理事会、欧州議会に承認を求めて成立する。MFFの一期間は現状では 7年間と
なっている（最低 5年間）。先期予算は 2007～2013年 9,800億ユーロ（経常価格）、
今期予算は 2014～2020年 9,600億ユーロ（2011年価格）であり、GNI比 1％であ
る。今期 MFFの予算項目は、政策内容別に金額の大きなものから列挙すると、知
的・包括的成長、持続可能な成長：天然資源・直接支払、安全と市民権、グローバ
ル・ヨーロッパ、行政、補正となっている 45。MFFとは別途、緊急援助準備金 
(Emergency Aid Reserve)、欧州グローバル化調整基金 (European Globalisation 
Adjustment Fund)、欧州連帯基金 (European Union Solidarity Fund)、柔軟性制度 
(Flexibility Instrument)、欧州開発基金 (European Development Fund)がある。 
EUレベルでの合意に基づき、欧州委員会と加盟各国は MFFの各国レベルでの執
行枠組みを定めるためのパートナーシップ協定と優先各分野の実施プログラム 
(Operational Programmes) に関する協議・合意を得ることになっている。 
 尚、これ以降においては、特段の但し書きが無い場合、執行金額が確定している
2007～2013年の先期 MFFをベースに述べることとする 46。 
 EUファンドは、大きく二つのカテゴリーに分けられる。第一は、1986年調印の
単一欧州議定書で枠組みが策定された結束（地域）政策 (Cohesion Policy)に基づく
もので、「域内地域間の経済的・社会的不均衡の是正・拡大予防を図る」のが目的で
ある 47。EUは 6ヶ国の原加盟国から始まり、6回の拡大を経た現在 28ヶ国で構成
                                                   
45 JETRO 通商弘報（2013 年 2 月 12 日）、EU (2013, p.8) 
46 今期予算は、先期よりも 3.4％（340 億ユーロ）削減されている。  
47 地域政策は、田中 (2015, pp.246-258)が詳しい。 
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されている。EU拡大と共に、域内格差が増大し、諸富（2010, p.135）によると、
大きな流れとしては、結束政策の方策は地域間再配分のための政策手段から、地域の
競争力と雇用を高める投資政策の為の手段へと変化している。現行では，「欧州
2020」の目的である成長と雇用の創出、気候変動とエネルギー対策、貧困と社会的
排除の削減に関わる施策を積極的に展開している 48。 第二は、1962年に開始した
共通農業政策（CAP）に基づくもので、優先事項は、「食品の質と安全を保障す
る」、「環境と動物福祉を順守する」、「世界貿易をゆがめることなく、EUの農家が世
界で競争力を持てるようにする」、「農村地域を保護し、活力と持続可能性を高める」
との 4点である。CAP制度は二つの柱からなりたっており、一つは農家への所得補
助（戸別補償）、二つには農村開発である 49。 
 各々のファンド（結束政策と共通農業政策に基づくファンド）の規模は次の通りで
ある 50。 
(1) 結束政策 (Cohesion Policy)に基づくもの、 
・欧州地域開発基金（ERDF）: 2,000億ユーロ（26.5％） 
 地域間の不均衡を補正することで、EUにおける経済と社会的結束を強化する。
優先分野は、技術革新・研究、デジタル課題、中小企業支援、低炭素社会実現
である。 
・欧州社会基金（ESF）: 760億ユーロ（10.0％） 
 人的資本に対する投資で、雇用と教育機会の改善に焦点を置いている。又、貧
困リスクに対して脆弱な人々の状況改善に資する目的を持っている。 
・結束基金（CF）: 700億ユーロ（9.3％） 
 一人当たり GNI(総国民所得)が EU平均の 90％より少ない加盟国・地域に適用
される。目的は、経済・社会的不均衡を減少して持続可能な発展を促進する為
である。 
 
                                                   
48 国土交通省国土政策局 
http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/international/spw/general/eu/index.html (accessed 
2016-01-21) 
49 EU (2014a) 
50 European Commission, “Cohesion Policy Data”, https://cohesiondata.ec.europa.eu/  
(accessed 2015-08-14)  
  及び http://ec.europa.eu/budget/figures/fin_fwk0713/fwk0713_en.cfm#cf07_13  
(accessed 2015-08-29) 
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(2) 共通農業政策 (CAP)に基づくもの、 
・欧州農業保証基金(EAGF)及び欧州農村開発基金（EAFRD)：4,100億ユーロ
（54.2％） 
 EAGFは、農家への所得補助、EAFRDは、農村開発・振興を目的としている。 
計：7,560億ユーロ（100％） 
 
4.3 ポーランド向け EUファンドの内容 
 
先期予算における構造基金（ERDF, ESF, CFと EAFRDの一部を含む）の各国別
割当額は、ポーランドが第 1位（19％）で、第 2位スペインの倍近い配分がなされ
ている（CAP関連ファンドは含まず）。EU加盟国は、EUへの拠出金（分担金）負
担義務を負っているが、ポーランドは EU割当額が拠出金を上回る受取超過国であ
る 51。  
尚、上位 10位以内に、中・東欧 4ヶ国（チェコ、ハンガリー、ポーランド、ルー
マニア）が含まれている。これは、CFが一人当たり GNI (総国民所得)が EU平均の
90％より少ない加盟国に適用される点と、相対的に遅れている中・東欧諸国の道路
等インフラ整備に予算が優先的に割り当てられているためであろう（中・東欧諸国へ
の結束基金の配分が多くなっている 52）。 
上述のポーランドに割り当てられた EUファンドは、総額 670億ユーロで 53、1
年度当り約 96億ユーロとなり（総額を 7年で除した金額）、GDP比 2.4％である
（因みに、ポーランドの 2013年 GDPは現行価格ベースで 3,960億ユーロ）。更に、
CAP関連でのポーランドの受取が 2013年 50億ユーロあるので 54、EUファンドと
の合計は GDP比 3.7％と相対的に大きな存在となっている。 
図 4.1は、EUファンド（構造基金と CAP資金）の各国別一人当たり割当額を示
している。ポーランドは人口が多いため、一人当たり割当額は、2,436ユーロと 11
                                                   
51 2012 年を例にとると、拠出金の 4 倍を受け取っている（EU 2014b, p.3）。2007～2013 年通期
では 3.7 倍。 
52 ポーランドへの 2013 年 CF 支出は 160 億ユーロで、EU の中で最も多い（結束基金総額の
23％）。 
53 GDP 比では 3.8％を占め、EU-27 の中で第 2 位（1位はラトビア）である。 
54 EU (2015a, p.4) 
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番目となっているが、EU-28平均額 1,442ユーロ（総割当額を EU総人口で除した
金額）の 1.7倍である。同図如く、割当額は小国の方が相対的に有利な立場にある。 
 
 
（出所）EU Funds: European Commission,  
https://cohesiondata.ec.europa.eu/dataset/Bar-Chart-Total-EU-allocations-per-MS-2007-
2013/swzn-t7x2? (accessed 2015-08-15) 
及び図 4.3と同じデータを利用して筆者が作成 、EU 人口データ：EU 2015b 
 
次の図 4.2は、先期 MFF予算からポーランドへの政策項目別歳出割合を示す。総
額 830億ユーロで、（歳出総額の）9.4％を占める。ポーランドの EU-28における人
口比は 7.6％であるので、この図からも、一人当たり割当額は相対的に多くなされて
いるのが判る。 
「成長と今日の為の結束政策」と「天然資源の保全と育成政策」で、97％であ
り、ほぼ 100％である。同図の中でも記載しているが、前者は構造基金、後者は
CAPが財源となっており、構造基金はハード面への投資が中心となっている。 
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（出所）European Commission, “EU expenditure and revenue 2007-2013 data download”  
http://ec.europa.eu/budget/financialreport/2013/foreword/index_en.html (accessed 2015-08-16) 
より筆者作成 
 
ポーランドにおける EUファンド別の歳出内訳を表すのが次の図 4.3である。
ERDFが全体の 36％と最も大きく、CF は 18％、そして ESF 10%の順番となって
いる。これらのファンドは、主に固定資本形成を目的に投資されるもので、景気刺激
策として運用可能なものである。 
上記以外に、CAP分野が 36％を占めている。CAPで最も大きなシェアを占める
のが農家に対する直接支払である（CAPには、EAGFと EAFRDの資金源（ファン
ド）があるが、直接支払は EAGFからである）。2013年ポーランドの場合 64％が直
接支払となっている(2007～2013年平均をとると 60％)。2014年のポーランド農業
所得は 2005年と比べ 80ポイント上昇している（EU 2015a, p.9)。農業所得好転の
要因は、農産物価格の上昇と言われているが、CAP直接支払の農家所得に対する貢
献度もかなり高いものと推定される（次の図 4.4参照）。 
1%
65%
32%
1% 1% 0%
1.1 成長と雇用の為の競争力
政策
1.2 成長と今日の為の結束政
策（構造基金関連）
2 天然資源の保全と育成政策
（CAP関連）
3 市民権、自由、安全保障、
正義の為の政策
4 グローバル・パートナー政策
5 行政費用
図4.2 2007～2013年EU予算における
ポーランド向け歳出（政策項目別）
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ポーランド農業の対 GVA (Gross Value Added)比は 3.5％だが、農業人口は総雇用
者数の 12％を占めており 55、ポーランドの家計部門消費性向 GDP比 60％を考える
と、抱える人口が多いだけに個人消費に対する農業部門の貢献度は高いものと推定さ
れる。 
 
 
（出所）EU Paid Fund: European Commission, “EU payments to Member States with a  
breakdown by programming period, Member States, Funds, and years “, 
http://ec.europa.eu/regional_policy/en/policy/evaluations/data-for-research/ (accessed 2015-08-
17), EU CAP: European Commission, “Financial reports: EAGF and EAFRD”, 
http://ec.europa.eu/agriculture/cap-funding/financial-reports/index_en.htm (accessed 2015-08-
17) ,GDP: Poland CSO “Annual Macroeconomic indicators”, 
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2015-08-
17),Exchange rate: National Bank of Poland, 
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/kursy/kursyen.htm (accessed 2015-08-17) 
 
                                                   
55 EU (2015a, p.2) 
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（出所）EU (2016a, p.79) 
 
4.4 EUファンドのポーランド経済に対する貢献 
 
経常収支、海外投資（対内直接投資とポートフォリオ投資）、EUファンドの動き
を示しているのが次の図 4.5である。 
ポーランド経常収支は徐々に改善の傾向を示しているが、恒常的に 5％程度の赤字
となっている。2008年を除き、2012年までは海外投資が、経常収支の赤字を補填し
ていたが、2013年には経常収支－1.3％に対して海外投資 0.6％と金融収支だけでは
カバー出来ず、EUファンドと合わせてプラスを維持する状態となっている。海外投
資は、近年減少傾向を示している。更に、海外投資の内訳が「対内直接投資」から
「ポートフォリオ投資」にシフトしているとの分析がある 56。「ポートフォリオ投
資」は「対内直接投資」と比べ、流出入の変化が激しく、経常収支の均衡維持の観点
                                                   
56 OECD (2012, p.14) 
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からは、EUファンドの様な相対的に安定した資金の存在価値は今後とも高まってゆ
くと考える 57。 
 
 
（出所）経常収支、海外投資（対内直接投資＋ポートフォリオ投資）: National Bank of Poland  
“Balance of Payments” http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/en/statystyka/bilansplatniczy.html  
(accessed 2017-01-27), EU ファンド: 前図 4.3 と同じ 
 
EUファンドのポーランド・マクロ経済へのインパクトに付いて、EU (2014c, 
p.232)は、先期 MFF結束政策によって当該期間の GDP成長率を（EUファンドが
無かった時と比べ）年平均 1.7％、雇用率を 1％それぞれ上昇させたと評価してい
る。 
CAPを含む EUファンドの GDP比は、2008年 1.2%に対し、2009年 2.6%と
1.4％上昇している。これは、2009年 GDPから計算すると 49億ユーロの増加とな
                                                   
57 ポーランド国立銀行 Balance of Payment によると、2013年の対内海外直接等はマイナスとな
ったが、これは市場経済移行後初めての事と言う。対内直接投資マイナスの要因に関しては、
別途詳細を研究する価値がある。 
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図4.5 ポーランドの経常収支、海外投資、EUファンドの
GDP比率の推移
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る。2008～2009年連鎖方式での GDP増加額は 95.8億ユーロであり、49億ユーロ
は 51％を占め、2009年 GDP成長率 2.6％の内 1.3％を説明出来ることとなる 58。 
 図 4.3の様に、2008年より EUファンドは右肩上がりで伸びており、2009年以降
経済成長の下支えとして貢献したと言える。尚、ポーランド建設業の GDP比は
7.4％（2009年）で、EU-28と比べ概ね 2％高い。これも GDPの大きな項目の一つ
である建設投資に対する EUファンドの貢献度を示しているのでなかろうか。 
ポーランド中央政府歳出に対する EUファンドのインパクトを検討したい。次の
図 4.6の様に、EUファンドの政府予算（歳出）比は、2007年と 2008年は何れも約
10％、2009年 13％、2011～2013年にはほぼ 20％であり、決して無視できる数値で
はない。又、2008年から上昇傾向を示しているのが注目される。世界同時不況にお
いて、2009年 G20ロンドンサミットにおいて、参加国は協調した財政出動を行うこ
とを確認しあった（GDP比、日本 15％、米国 5.5％、ドイツ 3.4％、EU3.3％等）
59。ポーランド政府も 2009年は歳出を拡大しているが、前年比伸び率では減少して
いる（2008年 10.1％から 7.3％）。歳出伸び率が前年比減少傾向であることは、景気
刺激策としての財源を自国の財政ではなく EUファンドに依存していることを示唆
していると言えよう。 
EUファンドは、使途が限定されているが、当該国の申請を基にその使途が決定さ
れているもので、ファンド受領国（地域）の自由度は高い。EUからの借入ではなく
資金移転（格差是正の為の再配分）であり、資金調達の為の国債を発行する必要もな
く、税負担や資金負担なし、返済不要で確保できる資金であり、予算上貴重な歳入源
である。一方で、注目したいのは、ポーランド予算が 2009年からほぼ 3,000億ズウ
ォティでほぼ一定であることである。上述の様に、世界同時不況対策として、各国は
GDP比 3％以上の財政出動を行った。ポーランド 2009年歳出 3,000億ズウォティは
2008年度 2,800億ズウォティと比べ 7.3％の増加（GDP比では 1.5％の増加）とな
っているが、前年伸び率 10.1％と比べると 2009年は約 3％マイナスとなっている。
これらから、ポーランドは自国の財政出動には大きく依存せず経済成長を遂げたこと
になる。 
                                                   
58 2008~2009 年 GDP と増加額は、EUROSTAT 
http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/submitViewTableAction.do  (accessed 2017-05-16)か
ら計算。 
59 経済産業省(2009a, p.7) 
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（出所）歳出額及び伸び率: Poland CSO “Annual Macroeconomic indicators”,  
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2015-08-20) 
EU Fund: 図 4.3 データを使用して筆者が作成 
（注）EU ファンド流入額には、2000～2006 年予算分も含む（同期予算で、2007～2013 年期に
支払いが実行されたもの）。 
 
ポーランド外務省によると 60、EUファンド関連の事業は 177,800プロジェクト
で、2014年度までの総額は 5,600億ズウォティ（内 EU負担 56％）に上り、内 56%
が EU負担であり、国民一人当たり 8,000ズウォティ（約 1,780ユーロ）の EUフ
ァンドが配分されていることになる 61。主な使途は、インフラ・環境、地域振興、
人的資本投資、新規開拓分野で、具体的には、道路建設・整備（2,600kmまで拡
張）、鉄道近代化・駅整備、環境改善（上水道整備等）が挙げられる。事業内容を見
ると約 70％がハード面での投資である。ハード面に対する投資は、短期の経済成長
                                                   
60 Ministry of Foreign Affairs, http://polska.pl/en/business-science/investments-projects/eu-
funds-poland/ (accessed 2016-01-22) 
61 主に、5 つの国家プログラムと 16 の地方プログラムに対して予算配分がなされている。 
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図4.6 ポーランド中央政府歳出額の推移と
前年比伸び率及びEUファンドの歳出比
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に対しては有効である。実際に、上述の様に EUファンドの GDP成長率への貢献は
大きいものがある。 
 
 
（出所）EUROSTAT 
http://ec.europa.eu/eurostat/tgm/table.do?tab=table&init=1&plugin=1&language=en&pcode=ts
c00001 (accessed 2017-03.06) 
 
長期的な経済発展を図るには、研究開発及びその為の人的資源の向上を実施して
ゆくことが重要である。一方で、ポーランドの研究開発投資は EU-28平均と比べて
も相対的に少ないことが知られている 62。従って、現行の GDP比 0.9% (2014年)を
少なくとも 1.5％まで増加させる事が求められている 63（上図 4.7参照）。 
一人当たり GDP（2014年）を PPS (Purchasing Power Standard)ベースをみる
と、EU-28を 100として、ポーランドは 68と相対的に低い。2004年の 49と比較
すると 19ポイント向上しているが、ここ数年足踏み状態になっている。経済成長率
をハンガリーと比較すると、ポーランドの方がはるかに高いにも関わらず、一人当た
                                                   
62 EUROSTAT 統計によると、EU-28 GDP 比 2％に対してポーランドは 0.9％と少ない。 
63 EU (2009, p.2) 
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図4.7 R&D歳出GDP比率（％）（2014年）
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り GDPは同じ 68であり、EUファンドが GDPの底上げに大きく寄与しているとは
言い難い。雇用率は上述 EU (2014c, p.232) にもある如く、2007～2013年の間に
1％上昇している。しかしながら、失業率は、2007年 11.82％から 2013年 6.04％へ
と 5.78％低下すると推定されていたが 64、結果は 8.5％から 9.8％へと 1.3％上昇
（悪化）している。EUファンド活用によるインフラ整備が進展する事で、更なる海
外投資増加を期待するのが一般的だが、実際には海外投資流入額は減少している。こ
の点を考慮すると、EUファンドに依存するあまり、経済発展に資するインフラ投
資、又、民間部門の新規投資や拡大を促すための投資が疎かになっていないかが懸念
される。 
 
 
（出所）Poland CSO (2016a, p.44) 
 
外資企業のポーランド経済に占めるシェアは、会社数では 1.4％にすぎないが、売
上 34％、従業員数 19％、新規投資額 35％と存在感は大きい (CSO (2016a, pp.48-
49), CSO (2016b, pp. 23-27&34))。この様に、外資企業は規模が大きく、生産性が高
                                                   
64 MRD (2008, p.23) 
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いことが判るが、これらの競争力を国内企業にスピルオーバーさせることが重要であ
る。特に、ポーランド企業は中小企業が多く、企業数で 99.8％を占めている。一方
で、売上、生産額は、それぞれ 56％、57％で、大企業の半分程度の貢献しかしてい
ない（上図 4.8参照）。 
中小企業の育成には、外資企業の技術・ノウハウを積極的に吸収させ、又、移転
することが、市場競争力強化には必須である。しかしながら、現状では、外資企業の
プレゼンスは大きいものの、IFDIに伴う新規技術導入・移転が期待通りになされて
いるのか、自国中小製造業者のクラウディングアウトが発生していないのかが懸念さ
れる。この点に関し、EUファンドは中小企業に対して如何なる貢献を果たしている
か今後研究する必要がある。投資先、投資方法の評価や見直しが必要ではなかろう
か。時期的に少し古いが、EUファンドに関して悲観的な論調の論文がある (Kozak 
(2011, pp.11-13))。これによると、「EUファンドは、マクロ経済にはプラスの影響を
与え、ほぼ全産業にメリットを与えているが、これが EUファンドのみによるもの
か判断できない。ポーランド経済好調の要因は、石炭、銅、食料等の天然資源の交易
条件改善とドイツ向け輸出の拡大に求められるのかもしれない。又、EUファンドが
終了すればインパクトは皆無に帰す。」との警鐘をならしている。 
 
4.5 小括 
 
2015年年 11月 5 日欧州委員会秋季景気見通し (EU 2015c, p.154)によると、ポー
ランド経済成長率は、EU-28平均より 2015年に 1.6％、2016年には 1.5％と大きく
上回っている 65。相対的に好調と言われるドイツを当然の如く上回り、ポーランドを
上回るのは発展途上のルーマニアのみである。ポーランドは直近の予想でも各年 3％
超の良好な成長率で他国を牽引する立場を堅持し、一貫して黒字成長となっている。
本章で取り上げている EUファンドだが、今期は全体としては減額となっているにも
関わらず、ポーランドに対しては、（CAP関連を除いた）先期（2007～2013年）670
億ユーロに対し、今期（2014～2020年）予算は 770億ユーロと 15％増額されており
                                                   
65 輸出 GDP 比率は 46％で（2013年）、大宗は EU 向けなので、EU の経済動向はポーランド経
済に大きな影響を与える。EU 経済動向に注視する必要がある。 
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66、今期も EUの中で最も多額の受領国となっている（下図 4.9参照）。従って、EU
ファンドのポーランド経済に対する貢献度は当面高いものとなろう。 
 
（出所）European Commission 
 http://ec.europa.eu/regional_policy/en/funding/available-budget/ (accessed 2017-01-28) 
 
世界同時不況時 EU諸国の中でポーランドのみが 2009年プラス成長を維持できた
要因を、EUファンドのみに求めることは出来ないが、大きな下支えとなったと判断
出来る。経済成長貢献の経路としては、構造基金が財政出動の役割を果たした点と
CAP基金が消費需要を下支えした点が挙げられる。EUファンドが国内需要を拡大
し経済成長後押しをした役割は大きい。 
EUファンドは EUからの資金移転（交付金）であり、ポーランド政府の財政負担
になるものではない。従って、国債の金利上昇等には影響を与えず、クラウディング
アウトの懸念も少ない。ポーランド金融市場が相対的に健全であったと言われている
                                                   
66 European Commission, http://ec.europa.eu/regional_policy/en/funding/available-budget/ 
(accessed 2017-01-22) 
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図4.9 EUファンド割当額（2014～2020年）
（総額 3,518億ユーロ、左軸 単位：十億ユーロ）
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が、その要因の一つとも考えられる。又、健全な金融環境が経済の冷え込みを抑え、
プロシクリカルな循環を維持可能にしたと言えよう。 
 
 
（出所）純付加価値額 (FNVA)と総補助金：FADN 
 http://ec.europa.eu/agriculture/rica/ (accessed 2017-01-29)、農家数：EUROSTAT  
http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=ef_m_farmleg&lang=en 
 (accessed 2017-01-29) 
（注）純付加価値額には、EU からの補助金や各国政府からの補助金を含む。 
 
更に、CAPによるポーランド農家に対する支援（補助金）は、直接支払以外にも
欧州農村開発基金や政府による補助金もあり、農家の収入を間接的に増加させ国内消
費の落ち込みを抑制する効果があったものと考える（上図 4.10参照） 67。 
 
 上記の如く、EUファンドはマクロ的にポーランド経済に対し大きな貢献をしてい
る。一方で、今後、更なる検証が必要だが、潜在成長率を高める効果は限定的であっ
                                                   
67 図 4.4 より直接支払の FNVA に対する比率が 40％故、補助金は 10％と推定される。 
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た懸念があり、短期的（一時的）効果に費える恐れもある。将来にわたり持続的な発
展に活用出来るよう、中長期的な施策を構築・実施すべきである。ポーランド経済が
EUファンド依存体質に傾いているとすると、TFP成長が抑制され、将来の発展に負
の影響を与えないか懸念されるためである。 
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5  「中所得国の罠」について 
 
5.1 ポーランドと「中所得国の罠」 
 
 第 1章の様に、ポーランド経済成長は長期に亘って良好なパフォーマンスを示し
ているが、第 5.2節 図 5.1の様に経済水準（一人当り GDP）の EU平均への収斂が
思うように進んでいない 68。かかる状況下、ポーランドは、ある一定の経済所得水
準 69に達したのち、その次の段階になかなか移行できない「中所得国の罠 (The 
Middle-Income Trap)」に陥るのではないか（若しくは、陥りつつある）との議論が
増加してきたことに注目したい。  
 「中所得国の罠」の議論の背景には何があるのであろうか。一見して海外投資と
EUファンドが経済を牽引して、強力な成長エンジンとなっている「プラスの面」が
強調されて見える。しかしながら、外国資本は順調に流入したが、一方で、それに過
度に依存することで、自立した経済発展が抑制されているのではないかといった「マ
イナスの面（副作用）」が問題点として提起されてくる。外資への過度な依存は、将
来の経済発展の間口を狭め、社会、企業のマインドを低下させ、ひいては遠くない将
来、成長は停滞を余儀なくされるとの懸念が生じる（第 2.5節参照）。 
 ポーランド当局は 2016年 2月 16日「責任ある開発計画 (Action plan for 
responsible development of Poland)」を発表した。これは、従来の FDIや EUファ
ンド獲得を大きな外交及び政策成果と強調する外資依存主義を大きく方針転換するも
ので画期的と言える 70。本章では、この「責任ある開発計画」が外資依存主義が抱
える問題点を認めたうえで、「中所得国の罠」を取り上げている事を踏まえ、ポーラ
ンド経済の課題をとらえてみたい。 
 
 
                                                   
68 脚注 7 を参照 
69 脚注 8 を参照 
70 2013 年 11 月には地域開発省と運輸・建設・海事経済省を統合し、インフラ（基盤）・開発省を
設立している。関係当局を統合する事により、EU 予算を効率的に執行するためで、これは、ポ
ーランド政府が自国の経済成長にとって EU ファンドの貢献度が大きいことを認識している為
であろう（JETRO 通商弘報 (2013 年 12 月 18 日)及び ME (2010, p.60)）。尚、同省は、2015
年 11 月政権交代により、インフラ（基盤）・建設省に省名が変更されている（JETRO 通商弘報 
(2015 年 11月 19 日)）。 
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5.2 EUファンドと海外投資のインパクト 
 
 一人当り GDPに関するデータを図 5.1に記載している。第 1章 図 1.1が示す様
に、2007年～2011年の世界同時不況を含む期間の EU-28の GDP平均成長率 0.6％
に対して、ポーランドは 4.5％と 7倍以上の伸び率であり、2015年は EU-28の 2％
に対してポーランド 3.6％と 1.8倍と、何れも非常に好調で EUの優等生ぶりを示し
ている。更に、欧州委員会 2017年冬季経済見通し（EU 2017, p.146）によると、
2017年予想は、EU1.8％に対して、ポーランド 3.2％であり、2倍弱の高い成長率が
今後も維持されるとしている。一方で、一人当たり GDPは、ハンガリーへのキャッ
チアップは達成出来たが、チェコやスロベニアとは未だ格差が大きい。2015年に
は、EU-28を 100として、ポーランドは 69である。又、2011年からは格差の収斂
が停滞しているように見える。 
 
 
（出所）EUROSTAT http://ec.europa.eu/eurostat/data/database (accessed 2016-08-20) 
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53 
 
 第 4章 図 4.3で EUファンドのポーランド経済に対する貢献を示したが、ここで
は、海外投資（対内直接投資とポートフォリオ投資）を含めた貢献の分析を行いた
い。 
 
 
（出所）経常収支バランス: Poland CSO “Annual Macroeconomic indicators” 
http://stat.gov.pl/en/poland-macroeconomic-indicators/ (accessed 2016-08-20), FDI：National 
Bank of Poland 
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/en/statystyka/Balance_of_payments.html  
(accessed 2016-08-20), EU のポーランド向け支出金（≈EU ファンド）：EU 
http://ec.europa.eu/budget/figures/index_en.cfm (accessed 2016-08-21) 
 
 図 5.2は、海外投資、EUからの支出金 71及び経常収支バランスの GDP比を表し
ている。これより外国資本の流入は相対的に大きく、2010年には 13％にも上ってい
ることが判る。金額的には海外投資が EUからの支出金を凌駕しているが、海外投
                                                   
71 第 4 章で述べた EU ファンドは、先期予算（2007～2013 年）に言及している。本章では 2004
～2015 年と、先々期、先期、今期と 3 期に亘る統計を使用している。予算年度により、予算項
目の内容が異なるので、EU からの支出金としている。 
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図5.2 ポーランド向け海外投資、EU支出金（左軸:百万ユーロ）
及び経常収支GDP比率（右軸：％）
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資（特にポートフォリオ投資）は景気の影響を大きく受け変動が大きい。一方で、
EUからの支出金は、一旦予算が確定すれば削減される心配は不要で、図 4.3の様に
堅調に上昇している。2009年世界同時不況より上昇傾向にあるのが特徴的である。
又、JETRO通商弘報 (2016年 7月 1 日)によると、2015年中・東欧向け対内直接投
資は前年比 27％減（ポーランドのみを取り上げると 46％減）となっており、資金源
が EU資金にシフトしているとの分析がなされている。EUファンドと海外投資の
GDP成長率への貢献度が高いことを考えるとポーランドにとっては望ましいと言え
よう 72。しかしながら、EUファンドへの過度な依存によるリスク増大が懸念材料で
ある。 
 
5.3 ポーランドは「中所得国の罠」に嵌るのか？ 
 
 本節では、ポーランドが「中所得国の罠」に嵌るのかについて検討を試みる。 
 「中所得国の罠」についての文献は数多く見受けられるが、World Bank (2007, 
p.17), ADB (2011, p.4), World Bank (2013, p.12), OECD (2013, p.278)が公的機関の
文献（報告書）として良く知られている。これらの文献から、本稿では「中所得国の
罠」を「低所得から脱して、ある一定の経済水準に達したのち、その次の段階になか
なか移行できない状態」と定義する 73。 
経済成長は、何れの国も低所得国として出発する。低所得国は低廉な労働力と先
進国からもたらされる資本（先進技術や資金）を利用して生産する事で労働集約製品
に競争力を持つことが出来る。次第に大規模生産に移行し、労働需要が高まるにつれ
て、賃金が上昇し中所得国に移行する。しかしながら、競争力を維持しつつ、次の高
所得国に移行するためには、労働集約産業から資本集約産業への生産構造転換が必要
となる。その為には、イノベーションが重要で、人的資本への投資が求められる。第
二次世界大戦後、アジアで「中所得国の罠」に陥らず、「高所得国」に移行出来たの
は、日本、香港、韓国、シンガポール及び台湾と言われており、世界的にも「中所得
国の罠」を乗り超える確率は高いとは言えない。 
                                                   
72 EU ファンドの貢献度に関しては、松浦(2016)を参照。 
73 脚注 8 で世界銀行分類では、ポーランドは高所得国と説明したが、本論文ではこの分類にとら
われず、ある地域内（本論文では EU）で相対的に低い所得の国を中所得国ととらえている。 
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（1）「中所得国の罠」に陥る主な要因として、以下が挙げられる 74。 
a 所得格差の拡大 
経済成長にもかかわらず、格差解消に向けた施策がとられず、所得格差が拡
大すると社会不安を増大させ、経済成長が停滞する。 
b 外国資本への過度な依存 
外国資本に過度に依存した経済成長は、自国内に技術を定着させるインセンテ
ィブが薄くなり、知識の蓄積が不足する。又、先進国の不況等による影響で投
資資金の引き上げや輸出減少による経済成長の停滞、後退を引き起こす懸念が
大きい。 
c 天然資源への過度な依存 
天然資源による富が人材育成やインフラ整備、産業の多様化等に活用されな
いと、モノカルチャー経済からの脱却が出来ず、経済が行き詰まる。 
d 安価な労働力への過度な依存 
安価な労働力のみに依存し、生産性向上、人材育成の努力を怠ると、賃金上昇
と共に、製品の競争力が失われ、市場からの撤退を迫られる。 
（2）内閣府 (2013, pp.128-140)が、上記文献で示唆している「中所得国の罠」に陥
らないための一般的対策をまとめている。その要点は次の通りである 75。 
 先ず、「資本・生産性対策」として、技術革新、製品の高度化、金利の自由化、
資本市場育成による金融チャネルの多角化、ビジネス環境の整備（知的所有権、
投資家の保護等）を図ること、次に、「人的資本対策」として、熟練労働者の為の
教育、世界に通用する教育機関の設立、都市と地方間での教育格差の是正、教育
機関と産業の求める技術のミスマッチ是正を実行すること、三番目に、「労働対
策」として、雇用の多角化、社会保障制度の整備、労働市場の柔軟性（自由な労
働移動）を達成するための施策を講ずることを挙げている。 
(3)  次に、ポーランドを対象にした「中所得国の罠」に関する文献として、次の論
文等を取り上げてみたい。 
 
                                                   
74 日興アセットマネジメント「新興国の経済の高度化～「中所得国の罠」の克服・回避がテーマ
に～」（2013 年 6 月 24 日） https://www.nikkoam.com/files/lists/news/20130624_04.pdf 
(accessed 2016-08-23) 
75 中国を念頭においているが、中国以外にも適用可能である。 
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a Åslund (2013, pp.3-9) 
1990年以降ポーランドの経済成長は 3期間に分けられ、1990～2000年は優
れた成長、2001～2007年は他の国と比べると相対的に低調な成長、2008～
2012年は、再度良好な経済成長を達成した。第 3期の成長要因としては、第一
に厳格な金融政策、第二に変動為替相場制、第三に適切な財政刺激策が挙げら
れている。ポーランドは良好な経済を続けているが、過去の実績に依存してお
り、将来は楽観できないと述べている。現在のポーランド一人当たり GDPは
US$15,000で、これは「中所得国の罠」から脱する一つの目途と言える段階に
差し掛かっていることを意味する。「中所得国の罠」から脱するための政策とし
ては、ビジネス環境を整備、向上させることと、イノベーションを推進させる
ための研究を支援する教育の充実が重要である。 
b Pruchnik and Toborowicz (2014, pp.150&154) 
本論文では、数種類の文献サーベイを行い、ポーランドが「中所得国の罠」
に陥ったのか分析をしている。ある論文では罠を脱したとの主張があり、他の
論文では、未だ罠の領域の中に留まっているとの相反する主張がある。又、
「OECD 2012は、2030年までは年率 2.3％程度の一人当たり GDPを達成する
が、徐々に低下し今後 50年以内には OECD内で最も低い成長率になると予想
している」と警告している。 
結論として、ポーランドが「中所得国の罠」から逃れられるか断言できない。
しかし、高所得国にキャッチアップするのは難しい兆候は見える。と言うの
も、労働集約産業に主力が置かれ、生産性向上等は外からの技術導入に頼って
いるからである。 
c World Bank (2014) 
何名かのエコノミストは、良好な経済成長の後には「中所得国の罠」に嵌るケ
ースが多々見られるので、ポーランドも注意すべきであると指摘している。将来
の成長のためのキーは、競争力である。競争力を維持するのは創造的生産体制を
促進、実践する必要がある。その為の優先課題（技術向上の具体策）として、
「教育システムの向上」、「金融へのアクセスの改善」、「ビジネス環境の合理
化」、「テクノロジー優先」と「イノベーション支援の為の基盤構築」の 5つが挙
げられている。 
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d EU (2014d, pp.3-5) 
ポーランドの目覚ましい経済成長は、その背景に、供給サイドでの、大きな生
産性利得とキャッチアップを通じた資本蓄積がある。しかしながら、「中所得国の
罠」に嵌る恐れがあると警告している。その要因として、次のような説明がなさ
れている。1996～2013年のポーランドの成長会計は、他国と比べ全要素生産性
（TFP）（約 2.5％）と資本増の貢献（約 1.5％）が高いが、TFPは徐々に低下傾向
を示している。ハイテクないしミドル・ハイテク製品の付加価値が EUの中でも
かなり小さい。又、R&D支出は、EU平均 2.1％に対して、ポーランド 0.9％と少
なく（第 4章 図 4.7参照）、又、民間企業の支出は無視できるレベルでしかな
い。 
過去の目覚ましい成長は今後も共続く保証は無い。ポーランドの成功は、相対
的に低賃金に依存した、ローテク、ミドル・ハイテク製品産業に偏っている。「中
所得国の罠」を避けるには、幾つかの構造改革を伴う新たな成長モデルを構築す
る必要がある。 
e Pokrywka (2015, pp.54-55) 
投資の減少と非効率な公共投資に起因する GDPの低下により、ポーランドの
「中所得国の罠」に対するリスクはある。「中所得国の罠」を避けるには、次の対
策が必要である。「貯蓄の増加」、「革新的企業を支援する為の EUファンドの活
用」、「破産と再建法の履行についての大きな改革」、「調達法についての大きな改
革」、と「税法と税務の簡素化と単一化」の 5つの対策（政策遂行のための財源確
保）である。 
f EU (2016b, pp.2&8) 
ポーランドは、効率的利得と継続的な成長を従来の様に実行してゆくことは難
しい段階に達している。人口減少で潜在供給力が減少してゆくことが予想され
る。輸出が拡大しているが、製品は未だにローテク分野が多い。2009年と 2014
年を比較すると、トップクラスの製品輸出は半減している。 
 
上記の論文を総括すると、何れもポーランドの「中所得国の罠」に対する懸念を
強調しているが、罠に嵌るかどうかについての結論を出すには至っていない。一方
58 
 
で、何れも罠を回避するには、技術力向上が今後の大きな課題であることで一致して
いる。 
図 5.3は 22年間の TFP（全要素生産性）の推移を示している、TFP寄与率は、
GDP成長率の変動にも影響を受け、年度による上下があるが、破線で示した近似線
（線形（TFP寄与率））如く 90％から 20％へ低下傾向が明らかである。別データ
（ME (2015, p.103)）では、TFPは 2012年より低下しており労働・資本投入を下回
るようになっている。これは、前述 EU (2014d)分析とも整合している。  
  
 
（出所）IMF  
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/weodata/weoselser.aspx?c=964&t=1 
 (accessed 2017-02-15) 
ME (2015, p.103), Żółkiewski and Kolasa (2003, p.5), World Bank (2011, p.18) より筆者作成 
 
少し結論を急ぐようだが、ポーランドは「中所得国の罠」に嵌るのかを検討した
い。「所得格差の拡大」はジニ係数からは 2004年 0.38から 2013年 0.3と低下し、拡
大しているとは言えないが（第 2章 図 2.7参照）、EU平均への収斂が足踏み状態と
もいえ、その足踏みが同国と EU間の所得格差として社会問題化する恐れがある。
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図5.3 GDP成長率、TFP寄与度（左軸：％）
及び GDP成長率に対する寄与率（右軸）
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「外国資本への過度な依存」は、ポーランド当局も認める通り大きな課題で、外資企
業プレゼンスはかなり大きい（第 6章 第 6.2項参照）。「天然資源への過度な依存」
に関連し、ポーランドは石炭生産量が 1.4億トンと EU第 2位であり、エネルギーの
石炭依存で火力発電が多く環境汚染が「負の外部経済」と指摘されており、発電のク
リーン化が急務となっている（今後クリーン化に多大の投資が求められる） 76。「安
価な労働力への過度な依存」については、サラリーが先進国の１／３に留まってお
り、未だ低賃金依存状態にある。 
本節（1）で述べた「中所得国の罠」の 4つの要因のすべてがポーランドに適用さ
れ、図 5.3の様に TFP寄与率が低下しており、労働集約産業から資本集約産業への
構造転換が進展していない点、少子高齢化、労働力の海外移動という、労働力不足と
需要減少をもたらす潜在的課題を抱えている点、更には第 2章 2.5 節（7）の様に、
外資導入だけでは中所得から高所得の段階に達成できない可能性が高いとの大野
（2014）の指摘を考えると、罠に嵌っている恐れがある。しかしながら、第 5.2節 
図 5.1は何れの中・東欧諸国も 2009年より一人当り GDPが横ばいに推移している事
が示されており、ポーランドが「中所得国の罠」に嵌ったが為に成長が停滞している
と結論付けるには無理がある。従って、ここでは「中所得国の罠」に嵌る懸念がある
との結論に留めたい。 
 
5.4 「責任ある開発計画」 
 
 第 5.1節で述べたように、ポーランド政府 (Ministry of Economic Development)
は、2016年 2月 16日「責任ある開発計画」及びプレゼン資料を発表した 77。これ
らの資料によると、ポーランドは「5つの開発の罠 (5 development traps)」に陥り
つつある。 
(1) 「5つの罠」に付いて、当局の説明（文中前半）とそれに対する筆者の理解は
以下 a～eの通りである 78。 
  a「中所得国の罠 (The middle-income trap)」 
                                                   
76 大野（2014）によると、外国資金の過剰流入は、天然資源の呪縛と同様の問題をひきおこす。 
77 MED (2016)。 本「責任ある開発計画」については、National Reform Programme (26 April 
2016)にも取り上げられており、ポーランドの政策決定に大きな影響を与える計画と思われる。  
78 単語の和訳は、JETRO 通商弘報（2016年 3 月 4 日）を参考にしている。 
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ポーランドの一人当たり GDPは、米国の 45％に過ぎない。ポーランド人の半数
は、手取りで 2,500ズウォティしか稼いでいない。サラリーは先進国の１／３に過
ぎない。筆者の理解は、外資企業のプレゼンスが大きいにも拘わらず、知識のスピ
ルオーバーが少ないので、労働集約産業に留まっており賃金が抑えられているのが
要因の一つである。 
  b「外資と内資のバランス欠如の罠 (Lack of balance trap)」 
   毎年 950億ズウォティが外国投資家に流出している。海外債務が 2兆ズウォ
ティに上っている。２／３のポーランド輸出は外資企業に依拠している。50％の
工業生産が外資企業起源となっている（外資企業のプレゼンスに付いては、第 6
章参照）。筆者の理解は、そもそも政府の外資依存政策が国内企業の市場参入を抑
制する結果となったものである。 
  c「イノベーション、技術力のある製品不足の罠 (Average product trap)」 
   R&D支出は GDP比 1％に満たない。ポーランド企業の 6社のみが世界的チ
ャンピオンである。革新的中小企業は、EU 31％に対し、ポーランドは 13％にと
どまっている。又、輸出品の 5％のみがハイテク分野起源である。筆者の理解
は、外資企業のプレゼンスが大きい為に、国内企業の R&D投資意欲が抑制され
ているのが要因である。 
 d「少子高齢化の罠 (Demographic trap)」 
ポーランドの生産年齢人口は、2016年以降継続的に減少すると見込まれてい
る。生産年齢前の年代（0～17歳）は現在 700万人だが、20年で 560万人に減少
する恐れがある（労働力の低下と国内消費の減少をもたらす） 79。筆者の理解
は、外資企業は資本集約産業が多く、雇用創出が限定的で、所得確保に対する不
安から子供を設けることが躊躇されている。 
  e「脆弱な機構（包括的・長期的な経済ビジョン欠如）の罠 (Weak institutions 
trap)」 
  VAT（付加価値税）徴収誤差が、350～550億ズウォティある。CIT（法人所得
税）徴収誤差が、100～400億ズウォティある。2004年以降、VAT法案に対する
修正が 44件と多い。政府政策に対する（省庁内）調整がなされていない。筆者の
                                                   
79 ポーランドの出生率は、1.33 で EU-28の中で最も低い。 
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理解は、政府の外資依存政策が、内部統制に対する意識と動機付けを脆弱にした
ものである。 
 
b.について、「ポーランドは引き続き外資にオープンだが、国内資本も強化しなけ
ればならない」としているが、国内資本強化の重要性を政府として強調したのは筆者
の知る限り今回が初めてである。それは従来の IFDI誘致方法では経済成長モデルに
限界があることを認めたと言っても良いであろう。d.については、経済成長率を維持
するためにも、EU加盟国中最低の出生率を改善しなければならないとしている。 
筆者の理解では、「5つの罠」の起因すべてが「外資企業のプレゼンスの大きさ」
に結び付けられる。 
（2） 当局は、「5つの罠」からの脱却の為に、今後、次の「5つの政策の柱」を立て
るとしているが、筆者としては、各々の柱には解決すべき「対策・課題」を抱えて
いると考える。 
 
図 5.4 5 つの政策の柱 
 
 
（出所）MED (2016, p.19) を基に、筆者が作成 
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a「再工業化」 
  航空産業を筆頭として、造船、医療機器、サイバーセキュリティ―等の IT、都
市向け輸送機器、バイオテクノロジー、鉱山機械、アウトソーシング開発プログ
ラムを推進するとしている。 
  「対策・課題」として、ポーランドが比較優位を有しているとされる産業を筆者
の判断で敢えて挙げれば、航空、軍需、自動車コンポーネント、IT、化学、バイ
オテクノロジー、家具、食品加工だが、造船、医療機器、都市向け輸送機器等は
競争力があるのか不明である 80。造船を挙げると、2015年竣工量では世界に占
める割合は 0.1％にすぎない。2014年 4月 8日（経済）開発省は、「賢明な専門
化 国内・地域的展望 (Smart Specialisation National and Regional 
Landscape)を発表しており、19の重点分野を取り上げている。この中には、医
療、環境に優しい輸送等、上記で記載の産業が含まれており、現在それなりの競
争力を持った産業と言うよりも、将来成長させたい分野を希望的に列挙している
のではなかろうか。これからどの様に開発を推進するのか不明で、具体的方策を
提示する必要がある。目標設定だけでは不十分で、自国産業がおかれている競争
環境も考慮せねばならない 81。 
b「革新的企業の成長・育成」 
  チャンピオン企業の育成に向け、公共調達法をはじめ規制改革に取り組むとある
（現状では 6社のみが世界的なチャンピオン企業である）。 
  6社の引用元はフォーブスとのみ記載されており、詳細は不明だが、ドイツ 50
社、ポーランド 6社との記載からすると、2015年版「グローバル 2000 (Forbes 
Global 2000)」が出所と判断される。2016年版では、ポーランドでは 5社（石
油、銀行、保険、ガス、電力）がノミネートされているが、全て国有企業であ
る。 
                                                   
80 2012 から 2014 年にかけて生産量増加率が多い順に 10 製品を列挙すると次の通りである。家
庭用冷蔵庫、石油、電気モーター・発電機、家庭用洗濯機、アルミニウム、履物、熱間圧延製
品、コークス他、農業用トラクター、窒素肥料 (ME (2015, 163)) 
81 一例として、ポーランドからの航空機部品の輸出が増加しているが、米国のゼネラル・エレク
トリック（GE）と同社傘下の航空機エンジンメーカーGE アビエーションが、2016 年 1 月 18
日対チェコ追加投資計画覚書に調印しており、中・東欧諸国内での競合も始まっている
（JETRO 通商弘報 (2016 年 2 月 3 日)）。 
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「対策・課題」としては、インフラは自然独占産業であり、これらがナショナ
ル・チャンピオンであるのは、当然ともいえる。これら以外の産業でナショナル・
チャンピオンを育成するのが重要である。「ヨーロッパ・ビジネス賞（The 
European Business Awards 2017/18）」が発表されており、ポーランドでは 28社
が選出されている。賞の性格もあるが、中小企業が多く、IT関連が 7社と最も多
い。IT関連といってもソフト分野が多く、労働集約産業である。これらを考慮す
ると、先新技術を吸収し、チャンピオン企業を輩出するには、外資企業のサポート
が欠かせない。かかるサポートは、外資依存化を如何に阻止、回避するかとの課題
と矛盾しかねないが、有効な中小企業育成策を構築するのが先決である。 
c「開発資金」 
  EUファンド、政府補助金だけでなく、民間資本、欧州戦略投資基金（EFSI）
やアジアインフラ投資銀行(AIIB）を含む国際資金も活用してゆく。又、従来、経
済支援策に関わる機関がバラバラで、包括的な視点の欠如や重複があったとし
て、政府直轄の「ポーランド開発基金（PDF）」の創設が提唱されている（複数の
資金を PDFに一元化して効率的な運用を図る）。 
  「対策・課題」として、EUファンドには、資金負担は生じないが、それ以外の
基金や国際資金の調達には金利等のコストが必要である。その為には増税等によ
り、資金調達コストの財源を確保する必要がある。政府は、EUファンドを、支
出の為の投資ではなく、持続的な効果創出、競争力の向上等を目指した効率的投
資にすべきと提言しているが、今期 EU予算（2014～2020年）における EUフ
ァンド割当の 70％以上はインフラ整備に当てられることが既に決定済みで
（JETRO通商弘報 (2014年 2月 10日)）、投資プロジェクトを今から大きく変更
する事は手続き上困難である。 
d「海外市場拡大」 
上記 PDFの下に輸出促進機関を設立し、EU以外にアジア、アフリカ、北米市
場の開拓を目指す。又、輸出のみならず、海外投資も積極的に推進するとある。 
  「対策・課題」として、先ずは新規市場開発には時間を要することを念頭におく
ことである。新規市場開発には、差別化商品の開発に加え、価格競争力の維持が
必要だが、ズウォティを減価し続けることが可能であろうか。減価の副作用とし
てのインフレ対策も考慮しなければならない。又、ポーランドは恒常的に GDP
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比 4％程度の経常収支赤字を計上しており、経常収支均衡を図る点からも（対
外）海外投資には慎重な戦略をとるべきである 82。 
e「社会及び地域の開発」 
  少子高齢化対策として、2016年 4月に導入の「500＋プログラム」（2人目以降
の子供に毎月 500ズウォティを支給）を皮切りに、2017年に包括的な人口対策
を策定する（図 5.5の様に、2015年から 45年で生産性人口が 40％減少すると見
込まれている）。又、失業率の低下、生産性の上昇・高度化を目指して職業教育を
充実する。地域的には、開発の遅れている東部を重視する。 
 
 
（出所）OECD (2016, p.17) 
 
  「対策・課題」として、上記の対策には大規模な予算が求められる 83。どの様
に税収を高められるか、それに対する国民の同意が得られるか政治的課題は大き
いものがある。又、2014年ポーラン人の国外滞在者数は 232万人で雇用者数の
                                                   
82 一般的に、経常収支の赤字は金融収支で補填する。対内海外投資は補填のプラス要因だが、対
外海外投資はマイナス要因となる。 
83 「500＋プログラム」の歳出は 170億ズウォティと推定され、これは国家予算の 5％を占める。 
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16％と多い 84。流出防止策に更に力を入れるべきである。更に、15～64歳の女
性労働力人口比率は、ポーランドは 58％と EU-28平均 61％よりも低く（CEE-8
の中でスロバキアと共に最も低い）、女性の労働参加率を高める施策が求められる
（家計の可処分所得を高める効果もある）。 
 
上述に加え、研究開発（R&D）支出を GDP比 2％まで引き上げ、GDPに占める
投資の割合を引き上げ、海外投資を 7割増加させることで、一人当たり GDPを EU
平均の 79％まで引き上げるとしている。 
「責任ある開発計画」そのものに異論は無いが、施策は総花的で実効性を高めるに
は、選択と集中が必要である。更に、進出済外資企業のノウハウをポーランド中小企
業にスムースに且つ短期間に移転せしめるための施策が重要である 85。 
 
5.5 小括 
 
前節で述べた「責任ある開発計画」発表前に、ポーランド経済が「中所得国の罠」
に嵌る恐れがある点と、ポーランド政府が EUファンドの果たす貢献度が大きいこと
を十分認識している事は、松浦 (2016, p.97)で指摘されていた。この「責任ある開発
計画」は、従来の成長モデルが抱えた問題点を国民に開示した上での意欲的プランで
あり、評価できる一方で、従来の方針を継続しているようにも読み取れる。計画で
は、国内資本の強化を望むとしているが、外国資本に対する期待も依然大きいものが
ある。例を挙げると、米国エンジン大手プラット＆ホイットニー傘下の WSKジェシ
ュフの R&D施設建設を通じて、航空機産業の競争力強化を目指しているが、この建
設には、1,870万ユーロの EU補助金が活用されている（JETRO通商弘報 (2014年
3月 10日)）。これでは、従来の政策スタンス（所謂、箱物投資）を大きく変えるも
のではない。 
OECD (2016, p.94)は、ポーランドでは過去 20年に亘り、輸送、エネルギー関連
の改善を行ってきたが、未だ OECD諸国の中では低レベルと言わざるを得ないと指
                                                   
84 JETRO 通商弘報 (2016 年 7 月 7 日) 
85 一例を挙げると、OECD によると、FDI 制限指数は OECD 諸国の中で、ポーランドが最も厳
しい。FDI 制限指数については、第 6 章 6.4節を参照。 
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摘している（インフラ投資は非効率であったとの指摘）。又、インフレの改善は、長
期の経済成長を維持し、民間投資を促し、新規活動の創造に資するので、生産性、成
長及び厚生にとってのキーである。従って、今後も、かかる分野への投資は続行する
のが良いと推奨している。その為には、必然的に、税収増を目的とした税制改正（特
に付加価値税関連の改善 (OECD (2016, p.13)）が必要となり、国民の理解を得る努
力と法整備を推進することが求められる。「開発のための資本」調達は、財政赤字を
GDP比 3％以内と規定する EU安定成長協定基準との整合性を図る上で大きなチャ
レンジとなろう。 
GDPが長期間大きくプラス成長を続けているにも関わらず、一人当たり GDPの
EU-28への収斂が思うように進まない要因は何であろうか。 
 一つには、外国資本への依存体質が考えられる。海外投資と EUファンド流入額の
GDP比は、8％と大きく、この 2つの資金ソースで、ポーランドは GDP成長率を高
く維持する事が出来たと言える。しかしながら、EUファンドは、インフラ整備の名
のもとに所謂「箱物建設」 86に支出され、完成後の付加価値創出にはつながらず、
IFDIも技術のスピルオーバーが不足して、国内産業発展には大きな寄与がなされな
かったと推定される。 
二つには、持続的な（国内）投資不足であり、その要因は貯蓄不足である。次の図
5.6が示す様に、中・東欧諸国の中でポーランドの可処分所得貯蓄率が最も低く、概
ね 2％を下回っている。又、2004年 EU加盟後急激に貯蓄率が低下したした事が特
徴的である。更に、消費性向が相対的に高い（家計最終消費でみると、ユーロ圏やチ
ェコ、ハンガリー、スロバキアの 50～55と比べ、ポーランドは 61と 5～10ポイン
ト高くなっている（2013年）） 87。 
                                                   
86 新明解国語辞典によると、「箱物」は「地方公共団体などが建設した市民会館・文化会館などの
公共建造物を揶揄した表現。」との説明がある。筆者はこの意味で使っている。 
87 OECD National Accounts at a Glance 2015, p.28 
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（出所）OECD https://data.oecd.org/hha/household-savings.htm (accessed 2017-02-02) 
 
三つには、国民性が挙げられる。ヘールト・ホフステード博士の研究によると、ポ
ーランド人の文化は、階層社会を受け入れ、自分の利益に好ましい場合独裁を受け入
れる素地をもっている。早急な結果を求め貯蓄性向は低い。又、悲観的な性格でもあ
ると言う 88。つまり、自分の利益になると判断すれば、他人の言うことをそのまま
受け入れるのに大きな抵抗がない傾向がある。良い意味では、「自分の事は自分で」、
悪い意味では「他人は信用しない自己中心的」で「自ら新たな事柄にチャレンジする
精神に欠ける」とも言えよう。この国民性が外資依存体質を助長しているのではない
かと指摘しておきたい。 
現状で、ポーランドが「中所得国の罠」に嵌っているとの結論を下す事は時期尚早
である。しかしながら、当局発表の「責任ある開発計画」において、「5つの罠」に陥
りつつあるとの指摘をしており、「中所得国の罠」に付いての懸念は深刻である。「責
任ある開発計画」記載の政策課題の進捗に今後注視してゆくが、今後のポーランド経
                                                   
88  ヘールト・ホフステード博士 Website http://geert-hofstede.com/poland.html (accessed 
2016-03-15) 
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済にとって、外資依存体質を脱却し、自力での成長が達成できるような施策に転ずる
必要がある。 
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6  外資企業のプレゼンス 
 
6.1 何故外資企業なのか？ 
 
ポーランドは 2004年 EU加盟を果たし、そのメリットを十二分に享受し、順調な
経済成長を遂げている。メリットとは、EUという大きな単一市場に組み込まれたこ
とを背景にして、対内直接投資（IFDI）や EUファンドが力強い成長エンジンとし
て加盟効果を発揮したことである。 
外資企業のプレゼンスに言及するに先立ち、ポーランド農業部門に注目したい。
農業部門は、ポーランド経済成長が抱える幾つかの課題を暗示していると考える為で
ある。先ず、第 1章で述べたポーランド GDP 成長率が長期間欧州連合 (EU) の中で
最上位にランクされるのに反して、前章 図 5.1の様に、経済水準の EU平均への収
斂が足踏み状態である点（EU-28平均の 69）と、農業部門の占める割合が EUの中
で相対的に高い点が関連していると考えられる点が挙げられる。工業化が進展すると
共に農業部門は大幅に且つ短期間にその生産と労働シェアが縮小するのが一般的だ
が、他 EU諸国と比べ、ポーランド農業生産 GVA 比は 3%と一定の大きさを維持し
ている。又、総雇用者に占める農業雇用者比率は 12%と生産 GVA 比率の 4倍で、
EUの中で 3番目に高い 89。因みに、ハンガリーは農業生産 GVA 比率 5%に対し、
農業雇用者比率は 5%でバランスがとれている。ポーランドのアンバランスの要因
は、何処に求められるのであろうか。更に、OECD統計 90によると、ポーランド労
働生産性は OECD平均の 60%とハンガリーよりも低く、給与は先進国の１／３に留
まっている点に注目したい（EUROSTAT 91）。筆者としては、これらの答えは、外資
企業のプレゼンスの大きさに求められると考える（第 2章 表 2.1）。 
好調なポーランド経済成長の要因は、一般的に海外投資と EUファンドであると
言われ（第 1章）事実、これらの外国資本は、2004年 EU加盟後多額に且つ順調に
流入しており、ポーランド経済を牽引してきた。 
                                                   
89 図 2.8 データと相違点あるが、他国との比較を行う必要から、ここでのデータは EU 
Statistical Factsheet(2016)が出所元で、図 2.8の出所元 CSO と異なる為である。 
90 http://stats.oecd.org/ “Level of GDP per capita and productivity” (accessed 2017-01-28) 
91 http://appsso.eurostat.ec.europa.eu/nui/show.do?dataset=earn_nt_net&lang=en (accessed 
2017-01-29) 
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FDI流入が多いのは外資企業進出が多いのと同義である。ポーランドには、外国
より多くの大手自動車メーカーが進出していることが知られている。ポーランドにお
ける外資企業について調査をしたところ、同国経済における彼らのプレゼンスが非常
に大きいことが判明した（第 2章 表 2.1及び本章 図 6.4）。しかしながら、単純
に大きいことは良いことと断言できるのだろうか。この疑問と、「EU平均への経済
水準の収斂鈍化」（第 5 章 第 5.2節）、「農業部門の労働力滞留と外国滞在人口増
加」（本章 第 6.4節）、を合わせ考えると、外資企業は、そのプレゼンスの大きさと
は裏腹に、ポーランドの中長期的成長には大きな貢献は果たしていないのではないか
との仮説が立てられる。具体的には、外資企業は、ポーランド産業の技術進歩、技術
力向上、つまり「知識のスピルオーバー」には大きな寄与はしておらず、その為に、
ポーランド国内産業の育成、発展が停滞、若しくは抑制を余儀なくされているとの仮
説である。 
本章では、外国からの資金である IFDIと EUファンドが牽引するポーランド経済
において、かかる資金流入が相対的に多いことが、結果として、「外資依存経済」（堀
林 (2016, p.28)）や下記「中所得国の罠」といった負の影響を与えていないかとの視
点で検討を行う。 
第 5章の様に、好調な経済成長を続ける状況下、近年、ポーランドは「中所得国
の罠」に嵌るのではないかと懸念する論文、報告書が散見される。それらの多くが、
自国の技術進歩を、外国からの輸入（外資企業）に頼るだけでなく自ら積極的にイノ
ベーション推進に注力するよう勧告しており、これを怠れば「中所得国の罠」に嵌る
恐れあるとしている。 
付いては、外資企業のプレゼンスと役割を分析することは、ミクロ分野で「中所
得国の罠」回避策に資することになると考え、当該企業を中心に考察する。 
 
6.2 ポーランド経済における外資企業のプレゼンスと役割 
 
 上述の様に、IFDIと EUファンドは順調且つ大量にポーランドに流入し、同国に
おける外資企業のプレゼンスは大きく、例えば、売上で 41％、雇用者数で 33％、粗
利益では 47％を占めている。更に、輸出は外資企業が 69％（2015年）を占め、ポ
ーランド経済は、外資企業無しでは考えられない状況となっている。 
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 ウイーン比較経済研究所統計 (wiiw FDI Reports)によると、ポーランドの IFDI
ストック GDP比（2015年）は、EU-CEE 11ヶ国 92平均を 1％ほど下回る 40％前
後だが、総額では 2,000億ユーロと最も多い。分野別 IFDIでは製造業が一貫してス
トック総額の 30％（2015年）を超えており、トップを占めている。又、製造業内訳
は、食品関連（伝統的に、食品加工業に比較優位を持っている）と輸送機器がそれぞ
れ 19％、18％である。ポーランドはドイツを中心とした EU-15 93の製造拠点となっ
ているとの分析、レポートが多くなされているが、図 6.1の様に、製造業への IFDI
がトップであることがその裏付である。 
 
 
（出所）National Bank of Poland “Foreign Direct Investment in Poland”  
http://www.nbp.pl/homen.aspx?f=/en/publikacje/ziben/ziben.html (accessed 2017-01-29) 
 
                                                   
92 ブルガリア、クロアチア、チェコ、エストニア、ハンガリー、ラトビア、リトアニア、ポーラ
ンド、ルーマニア、スロバキア、及びスロベニア 
93 オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイル
ランド、イタリア、ルクセンブルグ、オランダ、ポルトガル、スペイン、スウェーデン及び英
国 
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図6.1 対内直接投資ストック 業種別ランキング
（2015年）
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 二番目に多い IFDIは、金融保険業の 19%である。ポーランドの金融機関は、約
60％が外資所有となっている（BSCEE (2014)）。第 3 章 図 3.1の様に、2013年
IFDIは大きな落ち込みを示しているが、これはポーランドの金融業や小売業におけ
る外資系企業の再編が進んだ影響を受けたのが一因とみられる（三菱 UFJ リサーチ 
(2015, p.21)）。三番目が不動産業の 7%となっている。 
 ホーム国（投資国）は、図 6.2の様に、EU-28が 90％と大半を占めている。内訳
は、1位オランダ、2位ドイツ、3位ルクセンブルグ、4位フランスである。この中
で、オランダとルクセンブルグは投資迂回（経由）国として知られており、実質的に
はドイツが第 1位の投資国である。2004年と比較すると米国の割合は相対的に半分
程度に低下している（8％から 4％）。EUの比率は、2006年 85%から 2014年 92%
と増加し、EUとの結びつきが深化している。 
 
 
(出所) wiiw Handbook of Statistics 2016 
（注）その他が 27％を占めるが、この内、EU-28以外は米国、スイス等で割合は 4.5％程度にす
ぎない。 
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図6.2 対内直接投資ストック 国別ランキング
（2015年）
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 製造業 FDIの中では、図 6.3の様に、自動車部門が（食料品部門と共に）最も多
く（Zimny (2012, p.11)）、フィアット、GM、トヨタ、フォルクスワーゲン、ボル
ボ、スキャニア等が進出しており（岡崎（2016, p.44））、ポーランドは EU自動車産
業のサプライチェーンの一部を構成しているとの評価がなされている。 
 
 
(出所) wiiw FDI Report 2016 
  
 CSO (2016b, pp.23-27)によると、ポーランドにおける外資企業(10名以上の従業
員を有し、財務諸表を当局に提出している企業)の概要は以下の通りである。2015年
統計で、外資企業は 25,961社、外国資本 2,200億ズウォティ(530億ユーロ(1社平均
2百万ユーロ))、雇用者 180万人（全雇用者の 19％）、内 5.2％の企業が 74.5％を雇
用している(内製造業が 45.5％)。売上は、1.3兆ズウォティ（3,280億ユーロ）、トッ
プは製造業が 43.0％で、平均純利益率は 3.5％となっている。外資企業の 43.6％が
輸出に従事しており、産業別では、製造業 73.8％、輸送・倉庫業 63.3％、情報・通
信業 60.0％で、親会社向け輸出（企業内輸出）は、32.7％である。これらより、外
資企業は相対的に大規模企業が多く、輸出の貢献度が高いことが示されている。 
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図6.3 製造業向け対内直接投資内訳 （2014年）
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（出所）ME (2007, 2012, 2015), Poland CSO 各年度 Economic Activity of Entities with Foreign  
Capital (2006～2015 年) 
 
CSO (2016b)と他データを利用して、上図 6.4の様に纏めてみた（これも、10名
以上従業員を有し、財務諸表を当局に提出している企業）。図 6.4より企業数は、
2008年より横這い傾向であることが判る。売上シェアは、世界同時不況の 2009年
を含め、大きな変化はない。売上シェアが雇用者シェアを上回っているが、これは外
資企業が相対的に大規模企業を設立し、資本集約産業が多いためと理解できる。又、
250人以上の企業数は 1,300社だがその雇用者数は 130万人であり、1 社当り 1,000
人と規模が大きい。 
ポーランドの EU加盟後の外資企業資本金に関し、総資本金は、11 年間で 70％増
加しているが、250名以上の外資企業では 60％の増加である。250名以上の企業資
本金は 2008年からは横這い傾向を示している（次の図 6.5参照）。2015年は 2008
年に比べ 19％増加しているが、対ユーロ為替レートが 19％減価しており、資本金
（投資）増加は相殺される。中小企業を中心としてポーランドへの外資企業の進出は
分野が拡大しているが、大手企業の投資は一服しているように見受けられる。 
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（出所）Poland CSO 各年度 Economic Activity of Entities with Foreign Capital 
 
6.3 ポーランドの自動車産業 
  
外資企業の検討対象として、上記の様に、食品産業と共に IFDIが多く、産業連関
効果が大きい自動車関連産業を取り上げる（食品産業はポーランドが伝統的に比較優
位を持った産業のため、外資企業分析対象からは除外する）。外資企業のプレゼンス
を示すのに適切と考えるからである。自動車関連産業は、ポーランド工業生産の
10％を占めており（販売額ベース）、ポーランド独資の自動車メーカーは現在では存
在しない事を考慮すると、大手外資自動車企業がポーランド経済に占めるシェアはか
なり大きいと言える 94。自動車産業の生産額は漸増傾向にあるが、完成車の生産台
数は 2008年 95万台をピークに 2015年は 66万台と 30％減少している。生産台数の
減少はヨーロッパの市況低迷が一つの要因であると推定されるが、完成車の生産が
中・東欧諸国の中では、チェコとスロバキアに集約される傾向がみられ、一方、ポー
ランドは、コンポーネント等の中間財の生産に集約させるという、外資自動車メーカ
                                                   
94 雇用者数で見ると、総雇用者の 6.8％が自動車部門に属する(PAI (2016, p.165))。 
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外資総企業数
外資250名以上企業数
外資総資本金
外資250名以上資本金
外資新規投資額
外資250名以上新規投資額
76 
 
ーの経営戦略の変化が背景にあるものと見られる。因みに、チェコの自動車生産は
2005年から 2015年まで一貫して増加し、2倍以上になっている。つまり、外資企業
の意思で、ポーランド自動車産業は、完成車（最終消費財）から中間財への生産構造
転換がなされている。 
図 6.6は、中・東欧諸国自動車会社の従業員一人当り売上額と労働コストを比較し
たものである。両者がほぼ相関していることが判る。ポーランドの 1人当り売上
は、相対的に低い。これは、ポーランドの労働コストが低いことを利用して、同国で
は生産品目を付加価値が相対的に低い中間品にシフトさせていることの一つの裏付け
とも言えよう。 
 
 
（出所）1 人当り売上：PAI (2016, pp.158-159)より筆者作成、労働コスト EUROSTAT 
http://ec.europa.eu/eurostat/data/database (accessed 2017-03-08) 
 
上記の様に、外資企業の存在が大きいと、ホスト国経済が外資企業の意思決定で
大きな影響を受け、ひいては自国の経済を自国の意思でコントロール出来ない状況に
追い込まれる恐れがある。更に、国内企業の新規参入や積極的事業展開が外資によっ
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図6.6 自動車会社の一人当り売上（左軸）と
労働コスト／時間（右軸）（単位：ユーロ）
(2014年)
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て、クラウディングアウトされている懸念もある 95。因みに、販売額ベースでのポ
ーランド大企業 100社の内 52社が外資企業である (Zimny (2012, p.4)) 96。 
 
 
（出所）COMTRADE http://comtrade.un.org/data/ (accessed 2017.01.17) 
 
自動車の生産台数が 2008年をピークに減少していることを上述した。ポーランド
では、国内向け販売には輸入車（中古車）が多いこともあり 97、生産されている自
動車の殆どは輸出されている（ジェトロ（2015, p.117））。従って、ポーランドにお
ける自動車の生産額を見るために、輸出の推移をチェックした（上図 6.7（括弧内の
4桁の数字は HSコード）参照）。これにより、実際に、自動車輸出額（生産額とほ
ぼ同値）は 2008年をピークとして減少しているのが判る。 
一方で、着実に増加しているのが、部分品、付属品等である。自動車製造部門雇用
者数は、2008年～2015年にかけて 25％増加しているが（PAI (2016, p.165)）、輸出
                                                   
95 EU 加盟前の 1998 年の段階で、製造業売上高の 40％が外資企業によるとの文献もある（田中
(2001, p.13）。17 年が経過しても、外資企業のシェアは低下していない。 
96 ポーランド企業の 99.8％は、中小企業に分類される。日本と同様中小企業の比率が高い。 
97 三菱 UFJリサーチ（2015, p.5）、EU 加盟に伴い、EU 諸国からの輸入制限を撤廃せざるを得
なくなったため、EU 各国からの中古車輸入が大きく増加した。 
0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
20
15
単
位
:百
万
ド
ル
図6.7 自動車輸出額の推移
(カッコ内はHSコード)
自動車 (87.02, 87.03, 
87.04)
部分品、付属品等 (87.06, 
87.07, 87.08)
合計
78 
 
額は同期間で 14％減少している（図 6.7参照）。又、図 6.4の様に、粗利益シェアが
低下傾向を示していることが、自動車輸出額の減少を裏付しているとも言えよう（品
目が、販売価格の高い完成車から相対的に低い部分品へと輸出構造が変化すれば、輸
出額、更には粗利益額は減少する）。フォルクスワーゲン (VW)を例に挙げると、同
社の自動車生産は、日本メーカーが行っている「摺り合わせ方式」ではなく、「モジ
ュール方式」をベースにしており、所謂コンポーネント部品を組み合わせて完成品に
する生産方式である。コンポーネントを構成する主要部品は VWより支給されると
すると、ノウハウのスピルオーバーは多くを期待できないであろう（完成車でなく、
コンポーネント部品生産をアッセンブリ―作業するのであれば生産工程も短縮・単純
化され、相対的に多くの技術移転は必要とされない）。一般に、完成車生産の方が部
品よりも裾野分野は広く、生産波及効果も大きく、技術移転の範囲が広がる機会によ
り多く恵まれる 98。細矢（2009, pp.110-111）は、「大手進出企業としては賃金コス
ト以外の要因で、EUレベルでの競争力優位性を構築・確保する必要性に迫られてい
るといえよう。もうひとつは、部品製造業基盤の弱さに関わる。これはポーランドな
ど一部中・東欧諸国での現地調達率の低さに現れている。」と述べている。この理解
としては、ノウハウのスピルオーバーが、周辺産業に及んでおらず、関連企業の育成
が進んでいない一つの現れとするのが適切と考える。 
 ポーランド自動車産業の知識移転に関する研究では Simona and Axele (2012, pp. 
804-805)があり、4つの重要な結果が得られたとしている。第一に、外資子会社が供
給自立性を持ち、且つ多極的生産ネットワークに組み込まれていると、その国内子会
社（第 2次、第 3次供給先も含む）への知識移転には前向きである。第二に、外資
の知識を吸収する事は国内子会社の能力を向上させる効果を与える。第三に、（知識
移転を通じた）外資企業と国内子会社の結びつきは、相互協力・理解の促進に役立
ち、知識の吸収を早める効果を持つ。しかしながら、第四として、かかる知識移転は
国内子会社のイノベーションにはそれ程多くの影響は及ぼさない事が指摘されてい
る。第四の結果のように、新技術は黙って与えられるものではない。従って、主体性
をもって外部からの知識に自ら自分なりの改良等を加える努力をすること、又、国内
企業間の連携強化も重要であるとし、ポーランド政府に対し、外資企業からの便益を
                                                   
98 自動車産業の生産波及効果は、3.22 と推定され、その内他部門波及は 2.22 で、所謂、裾野産
業への貢献は高い（経済産業省 (2009b, p.7)）。 
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最大化する為には、国内企業が自社の力で技術能力向上を達成すべく、人的資本の投
資促進や外部環境を整備する必要があると提言している。かかる、提言がなされてい
るのは、ノウハウのスピルオーバーが、未だ充分になされていないことの裏付であ
る。 
 ポーランド自動車産業において、外資依存がもたらすデメリットとして、以下の点
が挙げられる。 
（1）自動車産業は、生産の殆どを輸出に依存している（所謂、EU多国籍企業の下
請生産基地の機能を果たしている）。2015年自動車輸出額は 280億ユーロ（1,170
億ズウォティ）だが、同年経常収支赤字額 270億ユーロを上回る(PAI (2016, 
p.168))。投資者による突然の自動車生産額減少は、マクロ均衡に与える影響は大
きいものがあろう。 
（2）自動車産業の販売額は、製造業全体の 6％を占めている。本章 第 6.4節（3）
でも述べるが、産業構造が一部に偏る恐れがある。又、ホスト国の意思とは無関
係に、多国籍企業本社の意向で、ポーランド経済の構造変容を迫られるリスクが
ある。 
（3）自動車産業従業員は、2015年 17万人で全産業の 7％である(PAI (2016, 
p.165))。自動車の輸出は、ホーム国経済の動向に大きく影響を受ける。ホーム国
経済の縮小は、ホスト国に失業率の上昇や需要の大幅減少をもたらす恐れがあ
り、同国経済を一挙に停滞・後退へと追い込む懸念がある。 
（4）ノウハウの移転が不十分で、ポーランド経済の高度化には大きな貢献がなされ
る余地は限られる。盛田（2010、p.51）は、「製造業の技術、商品、国外市場はあ
くまで多国籍企業の所有物で、それらの技術や商品構成を当該国（ホスト国）の
技術者や研究者が我が物にして、発展させる余地はない。」と述べている。 
（5）製造業の中では、自動車産業の一人当り生産額は、73万ズウォティ／年で最も
多い。一方で、賃金は 4,400ズウォティ／月で、製造業の中で 8番目となってい
る（因みに、第 1位はコークス・精製石油製品製造の 7,700ズウォティ）。通常、
賃金は生産性に比例するが、ポーランドではそれが当てはまらない。逆に、全体
的賃金抑制の一因になっている可能性もある (PAI (2016, pp.162&165))。 
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6.4 外国資本流入と外資依存経済の功罪 
 
 ポーランドには、資金調達コスト・フリーの多額な外国資本（海外投資や EUフ
ァンド）が流入している。 
 多くの外資企業が、ポーランドの相対的に安価な労働力を求めて進出しており
（後掲図 6.14参照）、2014年対内直接投資ストックは 2004年と比べ 2.7倍に増加
している。外国資本流入の点からは「外資依存経済」は順調に進展していると言え
よう。 
 外資企業の進出は、一般的には、経済波及効果により関連産業が発展し、GDP増
加に加速的な貢献が期待される。しかしながら、前章 図 5.3の様に、TFP寄与率
が低下傾向を示しており、前節の様に、対内直接投資によって本来期待される知
識・技術のスピルオーバーが十分にはなされていないように見受けられる。 
 又、外資企業の進出は工業部門の発展に寄与し、農業部門の労働力減少をもたら
すのが自然な解釈だが、労働力統計からは減少しているとは言えない。 
 これらの要因はどこに求められるのであろうか。筆者としては、過度な外資企業
プレゼンス（外資依存経済）が、「負の側面」をもたらしている結果と考える。 
 先ずは、農業部門雇用者の分析から検討を始めたい。 
第 2章 図 2.3と図 2.8では、農業部門雇用者と農業 GDPを比率で示したが、次
の図 6.8では、実数で表し、国外滞在者数を追加している。農業部門雇用者比率は
10年以上に亘り 16％を維持しており、工業国として分類し難いほどの高率である。
又、2004年以降の EU加盟 13ヶ国の中で、ルーマニアを除く全ての国の農村人口
が 5％未満であるのに対して、ポーランドは 11％となっている (EU (2015b)。この
要因の一つとして、ポーランドでは計画経済時より小規模な個人農が多く、その為、
EUの共通農業政策 (CAP)による直接支払が農業からの退出を踏みとどまらせている
のではないかと言われているが、それだけでは説明不足である。外資企業の対内直接
投資は、資本集約産業が多く労働力需要が期待したほど多くは創出されない事、外資
企業の大きなシェアが国内企業の新規参入・生産拡大を抑制し、裾野産業言われる関
連産業の育成を不十分なものにさせている点が、追加説明出来るのではないだろうか
（国内企業の労働者需要が増加しないので、農業部門に労働力が滞留せざるを得なく
なっている）。 
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（出所）雇用者数：Poland CSO Concise Statistical Yearbook 2005, 2010, 2013, & 2016, 
 国外滞在者数：Poland CSO (2015b)及び JETRO 通商弘報（2016 年 07 月 07 日） 
 
次頁の図 6.9の様に、ポーランドは一時雇用者が多い。外資企業は、生産性向上に
重要な役割を果たす熟練労働者をそれ程求めていないと理解できる。 
労働力需要不足は、ポーランド人の外国滞在人数が農業部門雇用者とほぼ同数の 220
万人（2013年）いること、永住目的の移民者が毎年 2～3万人いることからも裏付
けられよう（CSO (2015b, p.481)）。又、外国滞留人口の増加に関し、「労働の国際移
動は、ポーランド国内の失業率を下げ、さらには、国内家族への送金額の急増によっ
て国内での耐久消費財需要を大きく伸ばす、という副次的な効果をもたらしたが、そ
の一方で、国内労働市場にいくつかの問題を引き起こすこととなった」として、高熟
練・高技能就業者や多国籍企業の中間管理層の名目賃金を大きく上昇させたとの分析
もなされている（家本 (2013, pp.44-45)）（熟練労働減少による労働コストの上昇と
それに伴う労働生産性の低下）。 
次頁の図 6.10が示すように、外国移住者は、相対的に高学歴者が多く、産業高度
化に不可欠な熟練労働力が国内で減少している事を伺わせる。 
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（出所）OECD (2016, p.30), OECD Labour Force Statistics Database; and OECD Skills 
Outlook 2013 Database 
 
 
（出所）OECD (2016, p.84) 
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次に、対内直接投資導入から本来得られうる知識・技術のスピルオーバー等のメ
リットが思うように得られない要因として、何に注目したらよいのであろうか。第一
に、「GDP成長率が伸びていれば良い（少なくとも、政策的な批判は受けにくい）」
とのポーランド政策当局の思い込みが強かったのではないか。当局は EUファンド
と対内直接投資流入の最大化に力を入れていた（JETRO通商弘報（2014年 2月 10
日）、ME (2010, p.60)）。一方で、当局の誘致政策とは裏腹に FDI制限指数（RRI）
99は高かった（政策の不整合）。OECD統計 100によると、ポーランドは 0.07と、
OECD加盟国平均 0.07と同じレベルだが、EU内では最も制限が強い国となってい
る（因みに、最も低いのはチェコの 0.01）。 
第二に、外国資本に対する過度な依存が挙げられよう。先にも述べたが、海外投資
も EU支出金も外部からの資金移転であり、目的を持った資本である。従って、貯蓄
に廻されることなく、ほぼ全額が投資に使用されることから、GDPにはプラスの効
果を与える。海外投資と EU支出金流入額の GDP比は、約 10％と大きく、前述の
如く、この 2つの外国資金で、ポーランドは GDP成長率を高く維持する事が出来た
と言える。この事が、政府の積極的外資導入策を促進し、ひいては「外資依存」を助
長したとも言えよう。しかしながら、EUファンドは、インフラ整備の名のもとに所
謂「箱物建設」に支出され、完成後の付加価値創出にはつながらず、対内直接投資も
技術のスピルオーバーが不十分で、国内産業発展への寄与は限定的であったと推定さ
れる 101。限定的に留まった要因としては、上記の FDI制限指数の高さに加え、
R&D支出の少なさ（EU平均 2％の半分の 1％）が挙げられる（第 4章 図 4.7参
照）。 
 
                                                   
99 FDI 制限指数は 0～1 の値をとり、1 に近いほど制限が厳しい（外務省（2014, p.43））。 
100 OECD FDI Regulatory Restrictiveness Index 
http://stats.oecd.org/Index.aspx?DatasetCode=FDI_FLOW_INDUSTRY# (accessed 2017-01-
29) 
101 OECD (2016, p.94)は、ポーランドは EU ファンドの資金も活用して 20 年に亘りインフラ整
備に努めてきたが、未だに OECD 諸国の中では低レベルにあると指摘している。又、ポーラン
ド政府のインフラ整備投資の非効率性の一つの例として、「ゴースト空港」がウッジ市に建設さ
れたとの報道がなされている（Reuters http://www.reuters.com/article/us-poland-airports-
specialreport-idUSKBN0JS06K20141214 (accessed 2016-10-05)。  
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（出所）世界銀行 
http://databank.worldbank.org/data/reports.aspx?source=2&country=HIC,POL# (accessed 
2017-03-26) 
 
ポーランドの研究開発力は、34ヶ国中 28位と低位置に甘んじている（EU 
(2015d, p.81)）。外資企業による R&Dセンターの設立が増加しているとの報道もな
されているが、自国産業の研究投資を刺激するまでには至っていない（EU (2014d, 
p.5)）。第 4章で述べた「責任ある開発計画」によると、輸出に占めるハイテク製品
のシェアは 5％近辺と中・東欧諸国で最も低い位置に留まっている（上図 6.11参
照）。付加価値比率を高めるには、ハイテク製品の生産比率を高める必要がある。外
資企業のノウハウが与えられるのを待つだけではなく、積極的に吸収してゆく努力が
求められる。知識の吸収能力向上無くしては、ノウハウが与えられたとしても理解
し、活用することは困難である。 
更に、会社設立登録手続き等のビジネス環境の整備不足といった政策のミスマッチ
を挙げることが出来る（次の図 6.12参照）。尚、今後の公共投資の計画立案の為に、
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EUファンド等を活用した投資事業の効果についての評価が重要であるが、これは今
後の研究課題である 102。 
 
 
（出所）世界銀行 
http://databank.worldbank.org/data/reports.aspx?source=2&country=HIC,POL# (accessed 
2017-03-26) 
 
第三は、第 5章 第 5.5節でも述べたが持続的な国内投資不足がある。設備投資
（総固定資本形成）は、中・東欧諸国の中でも少ない（次の図 6.13参照）。又、投資
の多くを外国資本に頼っている（多い年は 60％以上、平均で 35％が外資となってい
る）。 
                                                   
102 公共事業に関しては、非排除性、非競合性から、ミクロ的な定量分析は難しい。一般的には、
マクロ的視点での間接効果を分析している。国土交通白書(2014, p.11)では、インフラ整備に
は、フロー効果（所得増加による消費の拡大）とストック効果（安全・安心効果、生活の質の
向上効果、生産性向上効果（移動時間短縮、輸送費低下、貨物取扱量増加））があるとしてい
る。又、EU ファンドに関連し、社会資本ストックが TFP を引き上げたことを示唆するとし
て、Aschauer (1989)論文を引用している（同上白書, p.12）。ポーランドにおける、欧州地域開
発基金と結束基金の評価として、EU (2016c, pp.22-23)が公表されており、GDP の底上げ
（2015 年に 4.3％）、約 85,000 人分の職の創出、鉄道建設・道路建設・ブロードバンド通信・
再生エネルギー等がこれだけ完成したとの記述がなされているが、生産波及や生産性向上効果
に関しての分析は見当たらない。 
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（出所）設備投資、人口：EUROSTAT http://ec.europa.eu/eurostat/data/database  
(accessed 2017-02-03), 外資（EUファンド、対内直接投資とポートフォリオ投資の合計）：図 5.2 
 
第四には、ポーランド人の国民性で、周辺国に抵抗して何回も押さえつけられた
歴史的事実があり、結果として他人任せの傾向がみられる（第 5章 5.5節）。 
第五は質の高い労働力の確保である。Mironko (2014, pp.44-47)によると、ポーラ
ンド向け FDIを実行するに当り、どの地域に投資するかの決定要因として、第 1に
「一定規模の産業クラスターが必要であり」、第 2に「一定の上昇率内での賃金が確
保されること」、第 3に「熟練労働力」、第 4に「平均より高い一人当たり所得」、第
5に「R&D活動と投資が活発な地域」が挙げられている。これらの要因を満たすた
めに、国内企業の自立した活動を促進すると共に賃金の底上げを促す施策が求められ
るとし、人的資本への投資を要求している。 
 上記の中でも強調したいのは、「外国資本への過度な依存」即ち「外資依存経済」
である。第 5章 第 5.4節で説明した、ポーランド経済開発省 (Ministry of 
Economic Development) 発表の 2016年 2月 16日「責任ある開発計画 (Action 
plans for responsible development of Poland)（MED (2016)）において、「5つの
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罠」が取り上げられ、外資企業への過度な依存は見直すべき大きな課題の一つとされ
ている。 
第 2章 2.5節でも触れたが、外資への過度の依存には幾つかの懸念が挙げられる
が,「外資依存経済」のデメリットとして以下の様にまとめたい。 
（1）急激な対内直接投資の減少や資本引上げは経常収支均衡に混乱を引き起こす懸
念： 
第 3章 図 3.1如く、対内直接投資とポートフォリオ投資の年平均 GDP比率は、
それぞれ 3％と 2％である。経常収支赤字が 4％からすると、外部資本は相対的に大
きな流入である。又、2015年 250名以上の従業員を有する外資企業は 1,400社で、
その自己資本額は 3,300億ズウォティ、GDP比 19％である。25％の企業が資本引
上げを行うと、経常収支赤字 4％を補填することが困難となる。 
（2）3,800万人の人口を抱えるポーランドにとって一人当たり厚生への外資貢献度は 
相対的に低く、一方で「5つの罠」のリスクが大きい点： 
 第 2章 表 2.1の様に、全産業付加価値に対する外資企業の貢献は 35％と高い
が、ポーランドの人口は 3,800万人で一人当り絶対額での貢献は限定的となる。一
方で、本章 5.4節で述べた「5つの罠」、特に「外資と内資のバランス欠如の罠」と
「イノベーション、技術力のある製品不足の罠」を増幅させる恐れがある。 
（3）外資の意思で生産構造や生産波及範囲（産業分野の拡がり）が狭まる懸念がある
点、又、外資は全ての分野に進出わけではなく、一定の分野に偏った産業構造とな
る懸念がある点： 
本章 図 6.3が示すように、8分野への投資が製造業 FDIの 70％を占め、食品・
自動車の 2分野のみでも 30％と、特定の分野に FDIが集中している。 
（4）R&D投資や起業マインドの抑制、ひいては裾野産業の拡がりをもつ国内企業の
参入を抑制する懸念がある点： 
第 4章 図 4.7如く、ポーランドの R&D支出は 1％と EU-28の半分にすぎな
い。R&Dは生産性向上には不可欠であり、将来的に競争力の低下が懸念される。ポ
ーランドでは、中小企業が 99.8％を占め、裾野産業を拡げる重要な役割を担ってい
るが、競争力の低下は、彼らの新規分野への参入を抑制する懸念がある。 
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（出所）EUROSTAT http://ec.europa.eu/eurostat/web/labour-market/labour-costs/database  
(accessed 2017-03-29) 
 
（5）外資に依存することで、自助努力が不足し、安い労働コストに頼り（上図 6.14
参照）、生産性向上が疎かになる懸念が大きい点： 
輸出が多い企業ほど、生産性が高いとの研究があるが、本章 図 6.4の様に、輸
出の多くを外資企業が担っており、国内企業の生産性は低位置に留まっていると言
えよう。自動車産業においても、労働コストのもならず、一人当り売上も中・東欧
他国と比べ低い事が図 6.6から明らかである。 
（6）第二段階と第三段階 103にある高い壁を乗り越える事が難しいとの指摘がある
点： 
ベトナムを対象とした論文ではあるが、大野（2014）は、外資を有効に活用すれ
ば、第二段階（中所得のレベル）までは、ある程度容易に到達できる。しかし、一
段階上の第三段階（高所得のレベル）に達するには政策の向上と民間活力が必要と
                                                   
103 脚注 26 を参照。 
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指摘する。又、「資源の呪い」仮説の資源とは、本来、石油や鉱物等の天然資源を
意味するが、外国資本で置き換えることが可能とも指摘している。 
ポーランドは EUの生産ネットワークに組み込まれていると言えるが、木村・安
藤（2016, p.299）は、「発展途上国から見て、生産ネットワークを積極的に活用し
ていくことは、工業化を一気に開始するには有効だが、外資系企業に頼り切った産
業構造となっていく危険性もある。産業集積を有効に形成し、その中で地場系企業
も育っていけるかどうかは、中進国から一段進んでさらなる産業高度化を進めてい
くために重要な論点となる。」と外資依存への警鐘をならしている。 
 
2016年 6月 23日実施された英国国民投票により、「英国の EU離脱」問題が浮上
し、2017年 3月 29日英国政府は、正式に EU離脱をトゥスク欧州理事会常任議長に
通告した。英国は、EUの中でドイツに次ぐ第二の GDP大国であり、ポーランドへ
の EUファンドや FDI流入額が減少するのではないか危惧される（政治的・経済的混
乱で FDIが減少、英国の EU負担金（全体の 11％）分が EU予算から縮減されるこ
とを受けて、EUファンド額も減少する恐れは大きい）。更に、ポーランド人の英国へ
の長期移民が多いことは知られているが、ポーランド人労働者からの海外送金の減少
（年間 10億ユーロ (GDP比 0.2％)）も予想される 104。かかる外的ショックは、ポ
ーランドにとって、外部からの資金流入を厳しいものにし、「外資依存経済」の継続
が困難になっていることを示唆している。 
 
6.5 小括 
 
今後とも継続的なプラス指向の経済成長を図るには、外資依存体質を改善する必
要がある。移行当初の間は、テイクオフ段階として正当化されるかもしれないが、計
画経済より市場経済に移行し既に 25年以上が経過した現在、自主的な成長を実現す
る構造改革が必須である。 
前節記載の「責任ある開発計画」の発表は、筆者が、ポーランド経済の将来的懸念
材料は外資企業のプレゼンスの大きさではないかと考えていた矢先であった。これ
                                                   
104 JETRO 通商弘報 (2016 年 8 月 4 日) 
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で、当局も外資依存の経済発展モデルの抱える問題点は以前より把握していたことが
判明した。今回の「責任ある開発計画」でも指摘されているが、外資企業プレゼンス
の大きさは「中所得国の罠」を表象する一つの事例とも言える。 
ポーランドは EU加盟前から、外国からの支援に依存する傾向があるが、外的支援
に期待するだけでなく、自力での成長が達成出来るような政策を優先し遂行する必要
がある。FDI流入は減少傾向にあり、2016年 6月 23日実施された英国国民投票に
よる EU離脱が FDIや EUファンドの流入に悪影響を及ぼさないか懸念される状況
ともなっている。 
ポーランド経済における外資企業のプレゼンスは、当局の積極的外資導入策の後
押しを受け大きなものとなっている。しかし、過度なプレゼンスは、国内企業の成
長、新規参入を抑制し、その為に、競争環境が整わず、全要素生産性（TFP）向上を
妨げている恐れがある。生産性の高い企業ほど輸出比率が高いとの研究がある。外資
企業の輸出比率がかなり高いことも考慮すると、国内企業の生産性は未だ相対的に低
く、FDI効果は限定的なものに留まっていないか懸念される。 
ポーランド経済の将来に亘る持続的成長の為には、政府は EUファンドを短期的
効果で費える箱物の様な短期的効果の投資ではなく、TFPの上昇を通じた中長期的
効果をもたらす投資、更には対内直接投資（IFDI）を国内産業活性化の促進剤とし
て活用せしめる施策として活用すべきである。IFDI流入が未だ初期段階である 2004
年に Weresa (2004, p.423)が、外資による技術移転よりも国内企業が技術集積を可能
にせしめるよう技術向上力の磨きをかける事が重要であると述べている。他人の説明
を鵜呑みにせず、その前に他人の知識を理解・吸収する能力を磨けと訴えたが、正鵠
そのものである。 
FDIは、投資者が利益を最大化するためのもので、リスクを覚悟しての投資であ
る。投資者が自己の利益を最大化する行動は当然である。その為に、結果としてホス
ト国に不利益をもたらす行動をとることはありうる。ポーランドは EU加盟国であ
り、原則的に資本規制を行うことは出来ず、突然の資金引上げのリスクは残る。リス
ク低減を図る為には、外的ショックに強い国内企業を育てることが大きな課題であ
る。その為には、EUファンドを自国企業が主体性を持ち長期活用できるように、公
的協調融資や国内資本の投資促進を図る施策が重要である。 
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施策の立案・遂行にあたっては、EU財政規律方針に整合することが求められる。
EUでは、2013年 1月 1日新財政協定（安定、協調及び統治に関する条約
（TSCG））が発効している。1997年に成立した安定成長協定（SGP）で定められ
た、単年度財政赤字 GDP比 3％以下、公的債務 GDP比 60％以下というクライテリ
アは、新財政協定に引き継がれているが、構造的財政赤字（景気変動を除外した財政
赤字）を GDP比 0.5％以下に抑える必要があり厳しい財政規律に改定されている。
2015年度現在ポーランドの単年度赤字は 2.6％、公的債務比率 51.1％でクライテリ
アに収まっている。一方で、本年から「家族 500＋ (Family 500+)」という子供給付
金制度が施行され、GDP比 1.3％の歳出増と見込まれているが、これを加えると 3%
を超過する。従って、予算の全体的な削減が必要である。又、ポーランドでは、VAT
（付加価値税）軽減税率の縮減、財産税や環境税の増税の必要性、税務管理の強化等
が課題となっている。 
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7  おわりに 
 
ポーランド経済は、マクロ経済統計でみる限りにおいては EUの中で優等生とし
ての地位を確立している。その背景には、大きな EU加盟効果が獲得できたことが
挙げられる。加盟効果とは、EU単一市場と言う輸出市場が拓けた事、FDIの流入と
共に先進国(EU-15)からの外資企業が進出してきた事、EU地域政策による欧州地域
開発基金（ERDF）や共通農業政策による欧州農業保証金（EAGF）に基づく EUフ
ァンドを獲得できた事である。海外投資と EU支出金を主とする外国資本の流入額
の対 GDP比は 8％と大きく、この外国資本がポーランド経済のキードライバーとな
っており、「もし無かったら」との仮定をおくまでもない。図 7.1から、外国資本
（海外投資＋EU支出金）の増減が 1年のラグで GDP成長率に影響を与えているよ
うに読み取れ（特に 2008～2013年）、GDP成長率が外国資本流入と相関している事
が窺われる。 
 
 
（出所）図 1.1、図 5.2より作成 
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図7.1 「海外投資＋EU支出金」（左軸：百万ユーロ）
と実質GDP成長率（右軸）との相関
海外投資＋EU支出金 実質GDP成長率
93 
 
ポーランド当局も、外国資本に対する期待度の高く、貢献度も十分に認識してお
り、少なくとも「責任ある開発計画」を発表するまでは、如何に外国資本を最大化す
るかに大きな注力を注いできたものと考えられる。第 6章 6.4節でも触れたが、
「資源の呪い」と言われ、一定の資源に過度に依存することで経済成長が停滞すると
の説がある。この資源とは、本来は天然資源だが、外部資源(外国資本)に置き換える
と、ポーランドは、過度の外国資本に依存することで、経済成長が停滞するのではな
いかとの懸念が惹起される。それを示唆しているのが、経済レベル（一人当たり
GDP）の EU平均への収斂が停滞している事である。 
海外投資と EU支出金の流入で、フローの観点では 25年以上に亘り GDP成長率
をプラスで継続し、「正の側面」が強調されてきた。一方で、ストックの形成にどれ
だけ貢献してきたのかの検証が欠けていたのではなかろうか。 
今までのポーランド政府は、目に見える形で自国の経済成長を国民に示すことに
注力してきたきらいがある。FDIや EUファンドは、自国の資金負担にはならず、
且つ、GDP増加に直接効果を与えるもので、これらの外部資本の獲得に多大の関心
を示してきた。しかしながら、外部資本は保証されるものではなく、外部資本が無く
なったからといって経済成長がマイナスになることが許容若しくは正当化されるもの
でもない。 
外部資本に対する過度な依存は、「中所得国の罠」という「負の側面」をもたらす
ことが当局にも認識されてきた。その観点で、「責任ある開発計画」は、ポーランド
政府の外部資本依存政策を変更する意思表示として画期的である。しかし、その内容
は総花的である。 
外部資本依存を誘導してきたのは政府である事を念頭に置き、先ず、過去の EU
ファンドによる投資に対し厳しい評価を行ったうえで、今後の投資に当たっては、効
率的な投資計画を立案する必要がある。その際には、EUファンドに加え、国内資本
（政府及び民間）の投入も不可欠である 105。IFDIに関して、本来 IFDIによって期
待ができるノウハウ等のスピルオーバーが不十分であり、この点の改善が必要であ
る。 
                                                   
105 第 2 章 表 2.1の様に、総固定資本形成に占める IFDI割合は 15％、第 6 章 図 6.13の様
に、外資対設備投資比率は 35％と海外投資の占める割合は相対的に高い。ポーランドへの海外
資本流入の GDP 比は、IFDI 5％、EU ファンド 3％であり、これから計算すると、両者の総固
定資本形成に占める割合は 24％となる。 
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具体的には、外国資本のみならず、政策の自由度を高めるためにも自国での予算
確保が望まれる。OECD (2016, p.22)も指摘しているが、ポーランドでは付加価値税
の適用除外が多く、税収漏れが多い。又、税務管理を簡素化すると共に、財産税、環
境税の増税の検討が必要である。 
ポーランド労働者のスキルは、相対的に低いと言われ始めている。高等教育への
投資と共に、職業教育の充実に努めるべきである。 
外資依存から脱却することは、今後解決すべき大きな課題だが、急激な外資離れ
は現実的ではない。ある程度の期間を設けて推進するのが得策である。又、短期的に
は、現在大きなプレゼンスを持つ外資企業を自国発展のために如何に活用するかが重
要である。外資企業が、ポーランド国内での再投資を行うためのインセンティブを高
めること、R&D投資を増加させるための税制を整備する必要がある。又、新規企業
設立に要する期間が、ポーランドは長いと言われている。起業を促進、支援するため
のビジネス環境の整備が必須である。現状の外資企業のプレゼンスの大きさを考慮す
ると、外資企業のサポート無しの発展は困難と言わざるを得ない。政策立案に当たっ
ては、「外資企業から国内企業へのシフト」とのスタンスではなく、「外資企業を如何
に「国内企業化」させるか」とのスタンスが必要である。FDIによるノウハウ等の
スピルオーバー効果を高める為に、外資企業の再投資、R&D設備への投資に対する
インセンティブ強化策を再構築すべきである。同時に、国内企業の起業を促進する為
の、ビジネス環境を整備する必要がある。具体的には、以下の政策が望ましい。 
（1）スキルアップの為の、高等教育と職業教育の充実（第 6章 第 6.4節の様に、
ポーランドは一時雇用者比率が高く、相対的に高学歴の国民の海外移住が多く、
国内労働者の質の低下が懸念される。） 
（2）税制改革や増税（OECD (2016, P.22)で指摘されている様に、VAT適用除外の
縮小、財産税、環境税の増税が必要である。） 
（3）外資企業の再投資促進（上述の如く、外資依存体質からの脱却は必須課題だが
外資企業のプレゼンスが過度に大きい現状では、拙速な脱却は現実的ではない。
外資企業の再投資を促進する過程で、外資企業を単なる外国本社の出先機関では
なく、国内企業としてのスタンスに変化させる策が必要である。） 
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（4）外資企業の R&Dの推進（第 4章 第 4.4節 図 4.7の様に、ポーランドの
R&D支出は EU平均の半分程度であり、これをカバーするには、進出済み外資企
業の R&D支出を増加させることが効果的である。） 
（5）外資企業のノウハウのスピルオーバー効果促進（第 6章 第 6.4節 図 6.11の
様に、ポーランドのハイテク製品輸出比率は低く、国内企業に外資企業ノウハウ
のスピルオーバーを促進させる必要がある。） 
（6）国内企業の新陳代謝促進（産業の高度化、産業構造改革には、市場からの退
出、市場への参入を容易にする必要がある。第 6章 第 6.4節 図 6.12の様に、
新規事業開始に要する日数が長い。これ以外も含め、企業の新陳代謝促進のため
の環境整備を見直すべきである。） 
（7）国内企業の高度化（特に中小企業に対する、ローテクからハイテク中心の輸出
促進、及び、ソフト産業からハード産業優先への誘導戦略）（第 5章 第 5.4節 
（2）（b）から、中小企業は IT分野のソフト産業への関心が高いとみられる。こ
れは、初期投資が少額で対応が可能の為と思われるが、労働集約型産業であり、
現状で高度化を図るには、ハード産業を優先して育成するのが得策と考える。） 
（8）EUファンドの効果の検証と活用策の再検討（第 5章 第 5.5節他で述べてい
る如く、EUファンドは長期的な効果には乏しい箱物に使用されており、効率的な
活用が喫緊の課題である。） 
 BREXITによる、FDIと EUファンド減少の懸念は十二分に念頭に置く必要があ
るが、現状では、EUファンドが即座に削減されるとの動きは見られない。又、E&Y 
(2016, p.4)の意向調査においてもポーランドは第 7位の海外直接投資ホスト国（件数
ベース）であり、2015年は前年の 60％増となっている。この恵まれた環境を最大限
に活用して、国内企業の創出、育成に注力する必要がある。 
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